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※文章中の人物の役職は実施当時のものです。
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現在、情報通信技術（ICT）によって、政治、経済、生産活動、さらには私たち
の生活までもが、これまでにないほどの速さと規模で変わってきています。
情報通信技術のおかげで、個人や企業や組織は、生産性が大幅に向上し、共
同作業が効率的に行えるようになり、技術革新のサイクルも早くなりました。
私たちが、離れた人とアイデアを自由に交換したり、心を動かされるコミュ
ニケーションを楽しんだりできるようになったのも、情報通信技術がもた
らしたものです。
しかし、このような技術の急速な発展は、同時に多くの深刻な問題を生み
出しました。現在、地球全体のサステナビリティ（持続可能性）に大きな負
担がかかっているのです。
社会や経済の発展においては不均衡が激しくなっています。世界人口の６
割は今なお「つながらない世界」に取り残され、ブロードバンド・ネットワー
クのもたらす情報社会に参加することも、情報通信技術の与える無限のチ
ャンスにあずかることもできないでいます。
ジレンマをいっそう強くしているのが、環境の悪化と天然資源の過剰消
費―これまで有効な対応がなされてこなかった問題です。

世界的なＩＣＴソリューション・プロバイダーのリーダー企業として、私たち
ファーウェイは、社会や経済の発展がおだやかに持続できるように取り組
んでいます。すべての人がすべてのものを共有できる「つながる世界」をつ

ファ−ウェイ取締役会長からのメッセージ

くることに力を尽くしています。
「つながる世界」とは、人と人、人とモノ、そしてモノとモノとの間に、完全な
つながりを確立することです。私たちの情報通信分野における専門知識を使
って、すべての人に高品質のブロードバンドを提供し、情報格差を解消する
ことがファーウェイの目標です。
すべての地域に、２４時間、安全で安定したネットワークを提供し、その運
用をサポートするという仕事に、私たちは誇りを持って取り組んでいます。
また、お客様と業界全体が生産性を向上させつつも、省エネルギー化を推
進できるよう貢献することで、二酸化炭素の排出が少ない循環型経済の
成長も手助けしています。
さらに、世界全体の資源の統合、事業活動のローカライズ、そして私たちが
事業を展開する国や地域の技術・経済レベルの向上に力を尽くすなど、ＩＣ
Ｔ業界をはじめとするさまざまな分野において、お互いにメリットのある結果
を出しつつ、サステナビリティを実現することを目指しています。

2013年も、前年に引き続き、私たちは以下の4つのサステナビリティ戦略
を事業活動に全面的に組み込みました。

デジタル・デバイドの解消

ファーウェイが目指すのは、すべての人が情報に平等にアクセスできるよ
うな社会です。
音声通話については誰もがどこでも使えるような環境が整ってきましたが、
ブロードバンド通信はそうでもありません。ファーウェイは現在、ブロード
バンド環境を整備することで、さまざまな種類の豊かなコンテンツやサー
ビスを提供することと、情報技術通信によって業界に変化をもたらすこと
に、力を入れています。
また、ICT人材を育成したり、ICT知識を伝達したりすることで、各国の現地
人材の技術が向上するよう手助けしています。
さらに、各国のパートナーの協力を得て、ファーウェイは、より効率的で統合
された情報伝達システムの開発を支援しています。これは、情報格差を解消
し、全世界が公平に進歩するよう貢献したいからです。
たとえば、スペインとポルトガルで、私たちは「スマートバス」プログラムを
立ち上げました。これは、先進的な視聴覚機能を備えたマン・マシン・イン
ターアクション機器を活用し、百を超える大学の何千人もの学生に、ICTト
レーニングを提供するものです。
また、ナイジェリアでは、私たちが配置した無線ブロードバンド・ネットワー
クによって、何千万もの人々が、モバイル・バンキング、オンライン教育、その
他の便利なサービスを享受しています。
そして、「山の王国」として知られるネパールの辺境では、私たちの新しいエ
ネルギー・ソリューションが、環境への影響を最小限に抑えつつ、山岳地帯
に通信ネットワークをつくりあげました。
ファーウェイの事業は、現地の人々に経済的繁栄をもたらし、生活を豊か
にすることに役立っています。国際電気通信連合とユネスコの設立したブ

ロードバンド・コミッションのメンバーとして、私たちは同業他社と協力し、
全世界へのブロードバンド普及を進めています。
私たちの目標は、すべての人、特に途上国や地域の人々が、大きな金銭的
負担なしにブロードバンド・ネットワークに簡単にアクセスできるようにな
ることです。さらに、それらの地域において、ヘルスケアや教育などの基本
的社会サービスが向上するように、ブロードバンドを使用することを推進
しています。

安定性・安全性の高いネットワーク運用のサポート

ICT技術の進化に伴い、サイバーセキュリティに対する脅威と問題もいっそ
う深刻になっています。
ですから、安全で安定したネットワーク運用のサポートこそ、お客様に対す
る最大の貢献であると、私たちは考えています。
私たちは、ネットワークを安心して安全に使えるようにすることを、企業利益
よりも優先しています。そのために、すべてのステークホルダーと協力して、サ
ステナブルで透明性の高いネットワークを作り出してきました。
私たちは、設計、開発、配置、展開のすべてのプロセスにおいて、サイバーセキ
ュリティに配慮しつつ、隅から隅までをカバーするグローバルなサイバーセ
キュリティ保証システムを構築しています。
また、私たちは、いくえにもわたるサイバーセキュリティ評価手順を開発し、
お客様に完全なセキュリティ保証を提供しています。
私たちの製品は、ファーウェイのサイバーセキュリティ研究所、英国のサイ
バーセキュリティ評価センター、さらにお客様による評価や外部業者によ
る監査など、何重もの試験を通じて保証されています。
開放的で透明性が高く、誰の目にも見えるセキュリティ問題の解決方法に
よって、サステナブルで健全な業界がつくられることでしょう。また、セキュ
リティを確保することで、通信技術のイノベーションと人と人のコミュニケ
ーションが広がるようになると、私たちは信じています。

環境保護の推進

私たちは「グリーンなパイプ、グリーンな運用、グリーンなパートナー、グリー
ンな世界」なる方針を定め、環境に優しいICTコンセプトを全製品のライフ
サイクル全体に組み込んできました。
さらに、私たちは絶えず、製品のエネルギー効率を高める画期的な方法を探
し、環境に優しい通信ネットワークを生み出そうとしています。
私たちは、環境に優しいクリーンなエネルギーを導入し、技術と管理の両
面から省エネルギー対策を進めました。その結果、私たちの排出する二酸
化炭素は大幅に削減されました。
このグリーン・コンセプトを社内事業活動に適用するにあたり、私たちは社
外のサプライヤに対しても、省エネルギーと排出削減の実践を要求し、そ
のための援助を行いました。
2013年、私たちのサプライヤのうち4社が、試験的な取り組みにおいて、累

積2万トン以上の二酸化炭素の排出削減に成功しました。将来的に、もっと
多くのサプライヤにこれらの省エネルギー／炭素排出削減プロジェクトに取
り組んでもらうことで、二酸化炭素排出を削減したグリーンな産業チェーン
を構築していく計画です。
私たちには、省エネルギーと環境保護デザインにおける強みと経験があり
ます。それを活かして、様々な産業分野で高いエネルギー効率と排出削減
をもたらすグリーンICTソリューションを提供し、循環型経済を成長させる
とともに、低炭素社会をつくることを推進していきます。
たとえば、オーストラリアのメルボルン大学では、私たちのMSCoIP（IP経
由メーター／センサー／コントローラー）ソリューションを使って、電力消
費のインテリジェント・モニタリング＆集中管理を行い、電力消費量を60
％以上も節減しました。
.

相互に利益のある発展の追求

すべてのステークホルダーとの共同作業を通じて、私たちはICT産業チェー
ンのサステナブルな発展という価値をつくりだすことを目指します。
また、従業員がそれぞれの事情と理想にあわせて、さまざまな働き方ができ
るよう、柔軟な労働制度を提供しています。
私たちは、ビジネス倫理を厳守し、法に則って誠実に行動し、地域社会に貢
献することに努めています。また、サプライヤの能力拡充に努め、サプライヤと
ともにサステナビリティ・トレンドの先頭を走り続けるよう心を砕いています。
2013年、私たちの会社では、中国国外の現地従業員比率が79％に達し
ました。責任ある企業市民として、私たちは、より多くの現地人材を雇い、
従業員とその家族とコミュニティーに経済的利益をもたらすことで、地域
社会に貢献しています。
2013年、ファーウェイは第5回グローバル・サプライヤ・サステナビリティ会
議を開催しました。この会議では、サステナビリティの側面から、サプライヤ
との協力モデルについて討議が行われました。その結果、相互に利益のある
発展を実現するための方法についてお互いの理解を得ました。
私たちは、企業のサステナビリティを、単なる机上の空論にしたくないと考
えています。しかし、そのためには、ファーウェイの15万名の全従業員の関
与と、お客様からの信頼と、業界全体の協力が必要です。この信念は20年
以上にわたって変わらず、私たちの努力と使命に反映されています。
私たちは今後も、サステナビリティにおける能力向上に努め、お客様、パー
トナー、そしてすべてのステークホルダーとの緊密なコミュニケーションと
コラボレーションに取り組みます。そして、調和のとれたビジネス生態系と、

「もっと、つながる世界」をつくりだします。　　
　　　　　　 　

ファーウェイ
取締役会長 孫亜芳（スン・ヤーファン）
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グローバルかつローカルな経営を目指して

ファーウェイ・ジャパンは、2005年に設立され来年は10周年を迎えます。
設立当時は20名だった社員も現在では600名以上になり、売り上げも10
億USドルを超えました。
ファーウェイ・ジャパンは、通信事業者向けのネットワーク事業、コンシュー
マー向けの端末事業、法人向けのICTソリューション事業を通して、端から
端まで（エンド・ツー・エンド）のソリューションをお客様に提供しています。
2013年には日本国内に複数あった研究開発（R&D）センターを統合し
横浜に移設しました。同時に、高い技術力を持つ日本のサプライヤ各社様
との協業を深めるため調達（ソーシング）センターを設置しました。2013
年、日本からの調達額は12.5億USドルとなり、2012年と比較すると38
パーセントも伸びました。

ファーウェイ・ジャパンは、グローバルな視野と経験を持ちながらも、ローカ
ルな日本の市場や文化にも深い理解のある「グローカル」な人材の採用に
つとめています。現在、スタッフの70％以上が日本で採用した方となってお
り、2013年度からは新卒定期採用も開始いたしました。

ファーウェイ・グループには「通信技術を通じて人々の生活を豊かにする」
という全社的な目標があります。ファーウェイ・ジャパンは2005年の設立
以来、日本社会の一員として人々の生活を豊かにするべく、日中の文化・市
民交流の促進や、地域社会との交流、東日本大震災の復興支援など、さま
ざまな取り組みを行ってきました。
2013年は、経団連の自然保護協議会に入会し、経団連自然保護基金を
通して環境保全に貢献しました。また、日本フィランソロピー協会、セーブ・
ザ・チルドレン、電気通信大学などとの協働で引き続き震災復興支援を行
いました。さらに、世界的に需要が高まっているグローバルなICT人材育
成のために、学生のみなさんに本社での研修機会を提供するなどの、新し
い試みもはじめました。

ファーウェイ・ジャパンの今年のサステナビリティ・ブックは、本社のサ
ステナビリティ・レポートの抄訳に、日本の事例を加えて、ファーウェイ
のグローバルな視点とローカルな視点の両方をご理解いただけるよう
つとめました。本社のレポートは、オランダに本部を置くNGOのGRI（
グローバル・リポーティング・イニシアティブ）が作成したガイドライン
に沿って作成したものです。
ファーウェイ・ジャパンは「グローカル」な会社として、世界的な視野を持ち
つつも日本の皆様とともに歩み、今後もより豊かで持続可能な社会づくり
にとり組んでいきたいと思います。

ファーウェイ・ジャパン
代表取締役社長　閻力大（エン・リダ）

華為技術日本株式会社 代表取締役社長からのメッセージ
ファーウェイ・ジャパン

社長室

代表取締役社長

財務部

渉外・広報本部人事部

契約管理部総務部

大阪オフィス

通信事業者向け
ネットワーク事業本部

コンシューマー向け
端末事業本部

法人ビジネス
事業本部

日本研究所
(ソーシング・センターを含む）

ファーウェイ・ジャパン会社概要

組織図

正式名称	 華為技術日本株式会社
	 ファーウェイ・ジャパン

代表取締役	 閻力大（エン・リダ）

従業員	 約680人（2013年12月末現在、契約社員を含む）
	 70％以上が現地採用スタッフ

設立	 2005年11月

資本金	 4億5,000万円

事業内容	 通信事業者向けネットワークの設備販売・構築および運用サポート
	 通信端末製品の開発・販売およびアフターサポート
	 法人向けネットワークの機器販売・構築および運用サポート
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サステナビリティ管理
■　　　地域社会の経済的利益に貢献する
■　　　倫理的なビジネス慣例に従いつつ、法律や規則を遵守した事業を展開する
■　　　サステナビリティの管理システムをつくり、たゆまぬ向上を目指す

Progress

234567891

私たちファーウェイは、グローバル企業としての社会的責任を重視

します。そして、私企業としての発展よりも、調和のとれた社会の発

展を推進することに力を入れます。

ファーウェイは、サステナビリティに積極的に取り組むため、サス

テナビリティに関する要件を事業活動に組み込み、常に管理シス

テムをよりよくしようとしています。

ファーウェイは、ビジネス倫理に従い、誠実に、法律や規則を守って

事業を展開します。また、ステークホルダーと緊密に協力して、サス

テナビリティ管理のたゆまぬ改善をはかり、調和のとれたビジネス

生態系の確立に努めています。

1.1 会社概要
ファーウェイは、世界規模で展開するICTソリューション・プロバイ

ダーの、リーダー企業です。

お客様視点の技術革新と、強力なパートナーシップを武器に、ネッ

トワーク事業者、企業、消費者、クラウド・コンピューティングまで、

幅広い分野の隅々までサポートしてきました。

私たちは、質の高いICTソリューションとサービスを提供し、通信事

業者、企業、消費者が最大の価値を得られるよう努力しています。

ファーウェイの製品とソリューションは、170ヶ国以上30億人近

い人々をサポートしています。

ファーウェイの夢は、「もっとつながる世界」を通じて、生活をもっ

と豊かに、もっと効率的にすることです。

情報通信技術のビジネスで培った経験と専門技術知識を活用し、

地球上のすべての場所でブロードバンド・サービスが利用できるよ

うにして、情報格差の解消に貢献していきます。

お客様が省エネルギーや省資源、炭素排出削減などエコを達成で

きるように、環境に優しいソリューションを提供することで、社会・

経済・地球環境の持続可能な発展を助けます。
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コア・バリュー

お客様志向

「お客様のビジネスの成功が、ファーウェイの成功」という、徹底

したお客様志向により、ファーウェイのすべての事業は展開され

ています。私たちは、お客様のニーズにすばやく対応し、常に質の

高いサービスを提供することで、長期的な価値を創造し続けます。

継続的改善

ファーウェイがお客様の頼れるパートナーであるためには、企業レ

ベルのみならず、個人レベルでの成長が不可欠です。社員一人ひと

りが積極的にお客様の声に耳を傾け、理解し、そして現状に満足せ

ず、改善に向けて絶え間なく努力しています。

誠実

「誠実」は、ファーウェイのコア・バリューを支える最も重要な資質

です。社員一人ひとりが常に誠意をもって行動し、業務を遂行してこ

そ、お客様から信頼され敬愛される企業となります。

一意専心

ファーウェイはお客様に価値をもたらし、自らを向上させるために

あらゆる努力を惜しみません。私たちは、お客様の成功のために

努力し続けることによってはじめて、お客様から信頼を得ることが

できると考えます。

オープンネス＆イニシアティブ

お客様のニーズに対し、最適なソリューションを提供するために、

ファーウェイは組織・企業の壁を超えたパートナーシップを築き、

協業のシナジーを高めながら、業界を牽引していきます。

チームワーク

成功した企業には、必ず強いチームワークがあります。いかなる時

でも、きめ細かなコミュニケーションを取り合うことで、緊密な部

門間の協力関係、効果的かつ効率的なプロセスを築くことができ

ます。

コア・バリュー

誠
実

オープンネス
＆

イニシアティブ

お客様志向

一
意
専
心

継
続
的
改
善

チ
ー
ム
ワ
ー
ク

詳しくは｢2013年度 アニュアル・レポート｣にてご覧いただけます。

年平均成長率: 13%
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経済的な業績

過去5年間の財務

数々の賞を受賞

2013年のサステナビリティ関係の受賞記録

受賞 授与者

「緊急時・人道的状況における最良のモバイル使用」アワード
―ファーウェイ・インスタントネットワーク

モバイル・ワールド・コングレス

「中国トップ100グリーン企業」 Daonongエンタープライズ＆グリーン企業センター

「ゴールデンビー2013優秀CSRレポート」 中国WTOトリビューン

CSR分野における中国民間企業トップ100社のなかで第2位（2013） 中国社会科学院

「ICT産業＆人材開発」アワード（マレーシア） マレーシアマルチメディア開発公社（MDeC）

「グリーンデータセンター」アワード―ファーウェイとチャイナ・モバイルの
共同プロジェクト

データセンター・ダイナミクス

「ボーダフォン2013年レスポンシブル・サプライヤ」アワード ボーダフォン

「2013年サステナビリティ・ベストプラクティス」アワード
―サプライチェーンにおけるサステナビリティ管理が評価される

国連グローバル・コンパクト・ネットワーク・チャイナ

「UNPSI（国連が後押しする社会投資原則）」が、通信の未来を担う人材育成
プログラム、「Telecom Seeds for the Future」を社会投資の
ベストプラクティスとして評価

UNPSI
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株主総会

外部監査人 監視委員会

人事委員会 財務委員会

CEO/輪番CEO

戦略・開発委員会 監査委員会

投資管理
プラットフォーム

サービス
事業グループ

通信事業者向け
ネットワーク
事業グループ

法人向け
ICTソリューション
事業グループ

コンシューマー向け
端末事業グループ

2012ラボ

取締役会
執行委員会

運営本部

HR

地域組織

財務 事業開発
戦略

マーケティング BP&IT サイバー・
セキュリティ

倫理・
コンプライアンスPR&GR 法務 内部監査

JCR
（地域統括委員会）

Integrated Business
Services (IBS)

製造

ファーウェイ・
ユニバーシティ
ファーウェイ
内部サービス

ファーウェイのコーポレート・ガバナンス体制

任正非は会社の個人株主であるとともに、制度を通じた出資もして

います。2013年12月31日現在、任正非の出資比率は総株式資本

の約1.4%となっています

取締役会および委員会

取締役会は、会社の戦略と経営についての意思決定機関です。ま

た、事業運営全体の指導と監督を行い、戦略上の重要問題につい

て意思決定を下します。取締役会は、その機能を補佐する人事委

員会、財務委員会、戦略・開発委員会、監査委員会を設けています。

監視委員会

ファーウェイは、中華人民共和国の企業法の規定に従って監視委

員会を設置しています。監視委員会の主要な役割と責任は、会社の

財務実績と業績の監督、取締役と上級管理職の職責遂行の監視、

取締役会機能の標準化です。監視委員会のメンバーはオブザーバ

ーとして取締役会に出席します。

「お客様は会社の中心、勤勉な従業員は会社の基盤」をコア・バリ

ューとするファーウェイは、コーポレート・ガバナンス体制、組織、プ

ロセス、評価システムを絶えず改善し、長期にわたる効率的な成長

を追求します。

株主

ファーウェイ・ホールディング株式会社（Huawei Investment & 

Holding Co., Ltd.、以下「会社」または「ファーウェイ」）は従業員

の全額出資による民間企業です。ファーウェイの株主はファーウ

ェイ・ホールディング株式会社組合（以下「組合」）と任正非（Ren 

Zhengfei）です。

会社は労働組合を通じて従業員持株制度（以下「制度」）を導入し

ており、2013年12月31日現在、84,187人の従業員が当制度を

利用しています。この制度は、従業員の個人目標と会社の長期発

展を効果的に合致させ、ファーウェイの継続的な成長を促します。

1.2 �コーポレート・ガバナンス体制 コンプライアンス管理

ファーウェイは、ビジネス倫理に従い、国際規約や各国の法規を守

り、誠実に事業活動を行います。

私たちはファーウェイ業務行動規範（ビジネス・コンダクト・ガイド

ライン、BCG）に則り、オープンな調達や販売を実行し、贈収賄や不

正は絶対に許しません。

私たちは公正な競争を支持します。各国の独占禁止法と反ダンピ

ング法規を遵守し、誰もが利益を得られるビジネス生態系をつく

ります。

ファーウェイは、できる限り多くのビジネス現場に、コンプライアン

ス管理を組み込みます。

たとえば法務部は、輸出統制、サイバーセキュリティ、取引競争、人

材管理、贈収賄対策などにおいて、法的な指針を提供しています。ま

た、国内外における法的なリスクを見つけては査定し、担当者に警

告を発しています。そして、あらゆる事業活動において法令が守られ

るよう、他の事業部門をサポートしています。

さらに、知的財産権（IPR）関係のリスクを減らすため、自社の知的

財産権を守る手立てをも講じています。それと同時に、他の知的

財産保有者の権利を尊重し、国際知的財産権規制の遵守にもつ

とめています。

ファーウェイ業務行動規範（BCG）

ファーウェイは、全従業員が守るべき全般的な業務行動について

定めた業務行動規範（BCG）を作成しています。そして、新しい雇

用契約にBCGを組み入れるとともに、新規雇用者に対して同意と

署名を求めています。

2013年に改訂されたファーウェイ業務行動規範・第二版には、サ

イバーセキュリティに関する要件が組み込まれています。

贈収賄対策

ファーウェイはビジネス倫理に従い、誠実に事業活動を行うべく、

贈収賄や不正を禁じています。

2013年も引き続き、贈収賄の防止と排除のため、管理体制の最

適化につとめました。また、国内外の全従業員に対し、業務行動

規範（BCG）の遵守と関係トレーニングの受講を義務付けました。

さらに、すべてのパートナーやサプライヤに、「正直で誠実であるこ

とについての合意書」への署名を求めました。

贈収賄に関する通報の連絡先：

Email: BCGcomplain@huawei.com

電話: +86-755-28562338

取引競争

誰もが参加できるような開放性とお互いに切磋琢磨が求められ

る競争は、市場経済システムの礎石です。開放性と競争に、協力を

加えた3本柱は、経済的な成長と繁栄を社会にもたらすために決

定的な役割を果たします。

そこで、ファーウェイはビジネス倫理に従い、公正な競争を主導し、

国際機関および各国の法規を守り、調和のとれた産業チェーン生

態系の構築と公正な競争の強化につとめています。

以上の目標を実現するため、ファーウェイは、不正な市場競争を

断固として禁じる一連のプロセスや体制を作成しました。また、従

業員に対しても法令遵守のためのプログラムの受講を義務付け

ています。

輸出管理

貿易関係の法令の遵守は、安全で安定した事業活動を継続する

ための大事な要素です。ファーウェイでは、輸出を適切に管理する

義務は、企業の商業的利益より優先するものとみなされています。

そのため私たちは、全体的な統括・管理体制のもとで、内部コンプ

ライアンス・プログラム（ICP）を策定し、実行してきました。また、

業界慣習に沿った輸出管理のためのコンプライアンス機構をも作

成しています。

私たちは、Chief Leagal Affairs Officerをリーダーとする貿

易法令遵守、ならびに関税法令遵守委員会と貿易法令遵守局を

設置しています。さらに、貿易法令遵守におけるリスクを素早く見

分け、そのリスクを継続的に監視して、ファーウェイの製品と技術

が合法的に使用されるようつとめています。
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知的財産権

ファーウェイは、他者の知的財産権（IPR）を尊重し、国際法規を

守ります。そして、知的財産権問題については、交渉、クロスライセ

ンス、およびオープンで前向きで友好的な協力によって解決する

ようにつとめます。

2013年12月31日現在、ファーウェイの特許出願件数は、中国国

内が44,168件、中国国外が18,791件、特許協力条約（PCT）に

基づく国際出願が14,555件となっています。すべての出願のうち

36,511件においては、すでに特許権を取得済みとなっています。

1.3 サステナビリティ管理
ファーウェイは、積極的にサステナビリティを推進し、全社でサ

ステナビリティ戦略を着実に実施します。その目的を達成するた

め、CSD（コーポレート・サステナブル・デベロップメント：事業の

持続可能な発展）委員会を設置しました。

CSD委員会は、サステナビリティ管理システムを確立し、サステナ

ビリティ戦略を立案し、事業活動における同戦略の実施状況を監

督します。

CSD委員会は四半期に一度会合を開き、サステナビリティ関連の

重要事項について決定し、議題を効果的に実施します。

サステナビリティ管理システム

2013年も引き続きISO26000 に基づくサステナビリティ管理シ

ステムの最適化を進め、サステナビリティ方針、プロセス、ベースラ

イン、達成度評価ツールを開発しました。

この結果、サステナビリティ関連の構想を体系的かつ総合的に管

理することが可能となりました。

2013年にサステナビリティ管理システム関連で実施された活動

は次の通りです： 

サステナビリティに対するファーウェイの姿勢を明らかにするサ

ステナビリティ方針、および主軸事業分野に関する全体要件を更

新しました。

このサステナビリティ方針に従って、事業分野ごとに、従業員に対

する配慮、環境保護、地域社会への貢献についての方針をつくり

ました。

サステナビリティ管理活動を制度として確立し、効果的なものとす

るためのサステナビリティ管理手順を発行しました。

マネジメント・システム、従業員の実践活動、環境保護、フェアな事

業活動、消費者の権利と利益、情報格差解消、地域社会への貢献

などをカバーするサステナビリティ指標を策定しました。指標は、

サステナビリティ関連の構想について体系的に把握し、評価する

ことを助けます。

サステナビリティ関連の事業活動の達成度を評価するためのサス

テナビリティ達成度の評価ツールを開発しました。戦略と方針、リ

スク管理、目標などの10項目について5段階で評価します。

サステナビリティの基準を策定しました。現状の業務の中にあるギ

ャップを分析し、改善措置を考案しました。サステナビリティ要件

の実践を確実にするため、サステナビリティ要件をサステナビリテ

ィ方針と手順に組み入れました。

ファーウェイの中・長期サステナビリティ計画の概略

●  情報格差解消のためのキープロ
グラムをはじめる。

●  ファーウェイのGHG（グリーン・
ハウス・ガス、温室効果ガス）戦
略に基づいたGHGのデータ調
査の範囲を拡大する。

●  リスク識別結果に基づいて中～
高リスクのサプライヤに対する
監査計画を策定し、サプライヤ
の改善を後押しする。

●   サステナビリティ管理システム
の達成度を調査し、サステナビ
リティ手順を実践するためのプ
ログラムを試験的に実施する。

●   サステナビリティ要件を、関連
する主要手順に組み入れる。サ
ステナビリティ・リスク管理制度
を確立する。

●  情報格差解消のためのキープロ
グラムを継続し、段階的に目標を
達成する。

●  GHG（温室効果ガス）排出に関
する5％削減の目標を達成する
ため、削減活動を本格的に展開
する。

●  サプライヤと協働でサステナビリ
ティ合同改善プロジェクトを実施
する。主要サプライヤを対象に、独
自のサステナビリティ管理システ
ムを開発するよう指導する。

●  お客様のニーズに基づいて、サステ
ナビリティ管理システムの全世界
的展開を開始する。

●  サステナビリティ問題・危機に対
する事業部門の対処能力の向上
を図る。

●  計画に従って、情報格差解消の
ためのキープログラムを強化・推
進する。

●  GHG（温室効果ガス）排出の7％
削減という目標達成のため、新し
い技術・手順の導入を続ける。

●  サプライヤと協働で合同サステナ
ビリティ改善プロジェクトを実施
する。全サプライヤが独自のサス
テナビリティ管理システムを確立
できるよう指導する。サプライヤ
の能力や効率の引き上げに力を
入れる。

●  サステナビリティ・リスク管理ツー
ルを適用し更新する。サステナビ
リティ問題・危機に対する事業部
門の対処能力を引き上げる。危機
に対する緊急対応体制の改善を
図る。

●  引き続き、情報格差解消のための
キープログラムの拡充と最適化
を進める。

●  GHG（温室効果ガス）排出の10％
削減目標を達成する。

● 産業チェーン内のサステナビリ
ティ管理に関する協調を推進す
る。産業チェーンのサステナビリ
ティに焦点を当てて顧客と協力
を続ける。

●  全世界的にサステナビリティ危機
管理ツールの適用を拡大し、隅か
ら隅までの手順における管理体制
を確立する。

● 中国以外の主要地域におけるサス
テナビリティ管理活動を成功さ
せる。

目標

2014

2013

2015

2016
2017

●戦略の実行 ●管理システム

サステナビリティ管理の目標

ステークホルダー要件やサステナビリティ管理システム計画に沿って、ファーウェイのサステナビリティ管理の方向性を明確にする段階

的目標を設定しました。
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サステナビリティ管理の将来像

情報格差を解消し、経済・社会・環境の、調和的で持続可能な発

展を推進します。

サステナビリティ管理の使命

優れたサステナビリティ管理システムを確立します。システムを法

規に則って誠実に運用します。ステークホルダーと常に十分なコ

ミュニケーションをとります。調和のとれたビジネス生態系をつく

ります。持続可能な発展を着実に行います。お客様と地域社会に

貢献します。

サステナビリティ戦略

2013年は引き続き、サステナビリティ関連の4つの戦略を主導しま

した。また、調和のとれた経済・社会・環境の推進に重点的に取り組

み、企業の社会的責任をはたしました。バリューチェーンを構成す

る他のステークホルダーもまた責任をはたせるよう援助しました。

デジタル・デバイド
の解消

■  地球上のどこにいても、誰もが音声通信を簡単に利用できるような通信環境を、ファーウェイは提供します。
■  ファーウェイは、すべての人にブロードバンド環境を提供します。地球上のどこでいてもブロードバンドにアクセスできるよ

うにします。グローバルな課題に対処するため、新時代のICT技術.を推進します。
■  海外における現地の人材の育成、現地への知識や技術の移転、そして現地の発展とデジタル社会化を奨励します。そのた

めにトレーニングセンターを設立し、合同教育戦略を開始します。
■  個人、企業、地域の必要性に応じてICTアプリケーション＆ソリューションをカスタマイズし、経済的業績の改善、生活の質
（QOL）の向上、生産効率の改善、競争力の強化などを助けます。

安定性・安全性の
高いネットワーク
運用のサポート

■  危機的状況（地震や津波などの自然災害や緊急事態）においてネットワークの安定性と安全性をサポートすることは、
企業の利益に優先する最重要事項であると私たちは考えています。

■  ファーウェイは、サービスを途絶えさせないことやネットワークの復旧力を第一に考え、たゆまぬイノベーションを通じて製
品の堅牢性や防護能力を高めます。独立試験機関による製品のテスト、検証、認証を受けて、国際的に認知された安全保障
アプローチをお客様に提供します。ファーウェイは、ステークホルダーと積極的なコミュニケーションをとり、お互いに協力
しあうことで、開放性と透明性を維持します。また、セキュリティ関連の規格や法規を遵守します。

環境保護の推進

■  ファーウェイは、製品のプランニング、設計、研究開発、製造、販売、サービスに、環境保護のコンセプトを組み込んでい
ます。継続的な技術革新を通じて、資源を効率的に利用できるようにします。お客様に、環境に優しく、エネルギー効率が
高く、世界をリードする製品やソリューションを提供します。

■  オフィス、製造施設、物流センターや研究所などにおいて、資源の利用効率を改善します。廃棄物や温室効果ガスの排出量
を最小限に抑えて、環境に優しい事業活動のお手本となります。

■  製品が環境保護要件に適合するよう、ファーウェイはパートナーに対して規制を守るよう求めています。サプライチェー
ンのビジネス活動に深くかかわることで、エネルギー保全と排出削減を推進します。産業チェーン全体における競争力向
上を図ります。

■  多方面において、環境に優しくなるよう統合されたICTソリューションを展開し、産業分野におけるエネルギー保全と排出
削減に貢献します。省エネルギーで環境に優しい低炭素社会の推進に積極的に取り組みます。

相互に利益のある
発展の追及

■  従業員が、それぞれの能力に基づいて、それぞれの理想を達成できるようにするため、さまざまな働き方を用意しています。
■  ファーウェイは、事業を行う地域や国への社会貢献に、誠心誠意取り組みます。
■  ファーウェイは、不正やダンピングや市場の独占を禁じるビジネス倫理を固く守り、誠実に法に則って事業活動します。
■  ファーウェイは、事業活動やサービス提供にあたりサステナビリティ危機管理を重視しています。そのため、業界の中で、ま

た全世界的にも、サステナビリティのリーダー的存在になりつつあります。
■  ファーウェイは、サプライヤと緊密に協力して、業界標準やベンチマークの確立に取り組みます。リスク管理から効率管

理へと重心を移し、産業チェーンにおいてサステナビリティのリーダー的な地位を占めています。

1.4 サステナビリティ戦略
ステークホルダーとの交流は、信頼を構築し対話の場をつくる機

会です。私たちは、ステークホルダーとの率直なコミュニケーショ

ンに努めます。ステークホルダーが何を必要としているかを理解

し、素早く効果的に対処して、企業としてのサステナビリティ管理

を強化します。

ファーウェイは、ステークホルダーとの交流を日常的なサステナビ

リティ管理に組み込んでいます。

2013年、私たちはCSD（事業の持続可能な発展）に対するステ

ークホルダーとの交流を管理する手順を策定しました。この手順

は、ファーウェイの事業戦略、管理システムに関する業界の良い慣

習、ステークホルダーとの交流に関するAA1000要件などに基づ

いたものです。

また、この手順はファーウェイの標準的管理方法にも適合してい

ます。そして、ステークホルダーとの交流の役割、責任、KPI（重要

業績評価指標）を定義し、ステークホルダーとの交流の効率的管

理と重要問題への対応に役立ちます。

効果的なステークホルダーとの意思疎通と協力は、サステナビリテ

ィ目標の達成に重要です。以下は、2013年における様々なステー

クホルダーとの交流とコミュニケーションの一例です。

ステークホルダー・グループ 2013年の交流の例

顧客
■　　顧客満足度調査
■　　個別問題に的を絞った訪問やミーティング
■　　見本市やフォーラム
■　　消費者リサーチや満足度調査

従業員
■　　従業員満足度調査
■　　社内コミュニケーション体制（CEOとの直接コミュニケーション、意見提案メールボックス、部署内デ

　ィスカッションの公開日など）
■　　従業員代表との対話

サプライヤ
■　　グローバル・サプライヤ・サステナビリティ会議
■　　サプライヤ・トレーニング、ワークショップ、フォーラム

政府
■　　個別的な問題についての協力
■　　ワークショップ
■　　コンプライアンスの自己チェック

産業／規格団体
■　　ワークショップ、フォーラム、団体活動
■　　研究結果の公表

1.5 ステークホルダーとの交流
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 �安定性･安全性の高いネットワーク運用のサポート  環境保護の推進 デジタル・デバイドの解消  相互に利益のある発展の追及

ステークホルダーに関係する、またはファーウェイの戦略を大きく左右する重要問題への対処に関しては、次の章でくわしく説明します。

高

高低 戦略の重要性

● サプライチェーンのサステナビリティ

● ネットワークの安定性

● すべての人にブロードバンドを利用可能に

● 循環型経済 ● ICT技術の応用

● すべての人に通信環境を

● �従業員トレーニング＆能力開発

● サイバーセキュリティ

● 製品の安全性

● 消費者利益の保護

● 健康と安全● 環境に優しい製品とサービス

● 二酸化炭素排出削減と気候変動抑制 ● 贈収賄防止

● ICT人材育成

● 地域社会への貢献

● 汚染防止
● 従業員の多様性

● 知的財産権の尊重

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
関
心
度

ステークホルダー・グループ 2013年の交流の例

慈善団体＆NGO
■　　協力プロジェクト
■　　ワークショップ

メディア
■　　インタビュー、情報関係
■　　サステナビリティ会議

銀行／保険会社
■　　定期的会合
■　　ワークショップ

学術・研究機関
■　　研究報告発行
■　　ICTトレーニング＆開発協力
■　　サステナビリティ会議

地域団体

■　　地域機関との合同トレーニング

株主・投資家

■　　コミュニケーション・ミーティング

重要課題への取り組み

2013年、ファーウェイは重要課題に関する評価を更新し、GRＩ（グ

ローバル・レポーティング・イニシアチブ）のガイドラインに沿った

方法で、ステークホルダーにとっての最重要課題を分別しました。

ファーウェイのサステナビリティ戦略、およびサステナビリティ方

針、また関連するレポートの基準や業界標準、顧客要件などに基

づき、サステナビリティ関連問題のリストを作成しました。これら

はすべて、ファーウェイにとって重要な課題です。

さらに、ステークホルダーにとっての最重要課題を識別するた

め、NGOや地域団体、従業員、お客様、学術機関、サプライヤを含

めて300以上のステークホルダーの代表を対象に、オンライン、電

話、現場インタビューによる調査を実施しました。

その結果、ファーウェイの事業戦略への相対的な影響性やステー

クホルダーにとっての重要性を基準に、課題に取り組む優先順位

を決定しました。

次にかかげるマトリックス図は、最新の重要問題評価によってあ

らわになった、ステークホルダーと当社事業にとって最も重要な

問題を示したものです。
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サステナビリティ戦略を効果的に実施するため、ファーウェイは毎
年、戦略を具体的な構想に分解し、サステナビリティに基づくパフ
ォーマンス目標を設定しています。
CSD（事業の持続可能な発展）委員会は目標が達成できるよう、常

に進捗を見守っています。

以下の表は、ファーウェイのサステナビリティに関する主な目標と
2013年の成果を示しています。

項目 2013年の主な目標 2013年の成果

デジタル・デバイドの解消

デジタル・デバイドの再定義

■	 世界モバイル・ブロードバンド・フォーラム2013にて、デジタル・デバイド解消
に関する調査報告を発表しました。

■	 EIU（エコノミスト・インテリジェンス・ユニット）と合同で「デジタル・デバイド
解消の再定義」レポートの作成に着手しました。

「Broader Way Forum」の主催

■	 モバイル・ワールド・コングレス（2013年2月）において、「ブロードバンドはデ
ジタル社会をいかに推進するか」というテーマで、Broader Way Forumを
主催しました。

■	 ITUテレコム・ワールド2013（タイの首都バンコクにて開催）において、「すべ
てを豊かにするブロードバンド」というテーマで、Broader Way Forumを
ITU（国際電気通信連合）と共同主催しました。

グローバルICTトレーニングセンターを設立

■	 2013年12月末時点で、45のグローバルICTトレーニングセンターを設立し
ています。

■	 マレーシア・マルチメディア開発公社（MDeC）の「マレーシアICT産業＆人材
開発」アワードを受賞しました。

60都市以上で
スマートシティ・ソリューションを展開

■	 2013年末時点で、世界20ヶ国の60以上の都市でスマートシティ・ソリュー
ションを展開 しています。

1.6 サステナビリティ・パフォーマンス 項目 2013年の主な目標 2013年の成果

安定性・安全性の
高いネットワーク運用の
サポート

世界中の自然災害や重大事件に際し、
役に立つ援助を素早く提供

■	 200件近くの重大事件、自然災害（雅安地震、フィリピンの台風30号など）、
特別なイベント（イスラムの大巡礼ハッジなど）において、ネットワーク運用を
サポートしました。

ボーダフォン財団とともに、被災した遠隔地域
に一時的な通信環境を提供

■	 2013年、南スーダンのイダ難民キャンプで、ボーダフォン財団と共同で一時
的なネットワークを構築しました。７万人を超える難民が、何年かぶりで身内
や友人に連絡をとることができました。

10校以上の学校にタブレット端末を寄付
■	 コンゴ、南スーダン、ケニアにおいて、インスタント・ネットワークを整備した学

校15校に、教師と生徒向けのファーウェイ・メディアパッド300台を寄付しま
した。

従業員のサイバーセキュリティに関する意識
の改善

■	 サイバーセキュリティ要件をBCG（ビジネス・コンダクト・ガイドライン）に組
み込み、全従業員にBCGについての検討と署名を義務付けました。

■	 従業員にサイバーセキュリティの重要性を説き、サイバーセキュリティに対す
る啓発トレーニングと教育を提供しました。設計、プログラミング、試験関係
の従業員8,522名を対象に159回のサイバーセキュリティ技術トレーニン
グセッションを実施しました。

ファーウェイ・サイバーセキュリティ白書の
発行

■	 ファーウェイ・サイバーセキュリティ白書第2版を作成し、2013年10月18日、
ソウル（韓国）で公表しました。

環境保護の推進

エネルギー効率に優れて、
環境に優しい製品設計

■	 引き続き、エネルギー効率がよく環境にも優しい製品設計を実践しました。
その結果、2013年は当社ネットワーク設備使用時の二酸化炭素排出量が
10％低下し、排出率40％が実現されました。

10種の製品に環境影響評価（LCA）を実施

■	 2013年、10種の製品について環境影響評価（LCA）を実施しました。
■	 2013年、中国認証認可監督管理委員会および環境保護庁から、実証ベース

における製品／サービスの二酸化炭素排出削減アセスメント賞を授与されま
した。

20種以上の製品をグリーン製品に認定
■	 ファーウェイ・グローバル・コンプライアンス＆試験センターは、24製品を環

境に優しい「グリーン製品」と評価しました。

ファーウェイ物質リスト第4版を発行
■	 制限物質35種および報告物質90種を含めたファーウェイ物質リスト第4版

を発行しました。

お客様のデータセンター電力消費効率
（PUE）を1.3以下に引下げて
省エネルギー化に貢献

■	 黒竜江省チャイナ・モバイル－ファーウェイ倉庫モジュール・データセンター
（ファーウェイとチャイナ・モバイルの合同建設）の年間PUEを1.22に引下
げました。この成果に対し、DCD（データセンター・ダイナミックス）グリーン
データセンター賞を授与されました。

東莞施設の太陽光発電設備を強化して
年間300万kWh超の発電容量を確保

■	 東莞施設の太陽光発電設備を、発電容量350万kWhに増強しました。これ
は3,228トンの二酸化炭素排出削減に匹敵します。

■	 深圳、杭州、南京を含めた各地のファーウェイ施設において太陽光発電設備
建設プロジェクトを立案しました。

製品20万ユニット以上を環境に
優しい包装で出荷

■	 21万4,882個の製品を、環境に優しいグリーン包装で出荷しました。これに
よって、森林45,717m3の破壊を防ぎ、二酸化炭素排出量を30,176トン削
減したことになります。
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項目 2013年の主な目標 2013年の成果

環境保護の推進

製品のパッケージ印刷に大豆インクを使用
■ アメリカ大豆協会の大豆インク商標権の使用について同協会と協定を確立

し、ファーウェイMedia QやHonor 3Cなどの製品のパッケージ印刷に、環
境に優しい大豆インクを採用しました。

循環型経済モデルの構築 ■ 全社にわたる循環型経済モデルを構築し、推進しました。

埋め立てゴミを3％以下に
■ 製品のリサイクル＆リユース率を引き上げ、廃棄物の埋め立て処分率の引下

げ努力を継続しました。その結果、2013年の埋め立て処分比率は2.57％と
なりました。

サプライヤ30社以上がHWGP
（ファーウェイ・グリーンパートナー）認証
を取得

■ HWGP（ファーウェイ・グリーンパートナー）をHWGP2.0にアップグレードし
ました。

■ サプライヤ34社にHWGP認証を交付しました。

省エネルギー化と排出削減構想の実施を
サプライヤに奨励、二酸化炭素排出量を
2万トン削減

■ サプライヤ4社を対象に、省エネルギー＆排出削減構想を試験的に実施し、
二酸化炭素排出量を総計2万3千トン削減しました。

相互に利益のある発展
の追及

中国国外の現地国雇用率を75％に引き上げ ■ 中国外の現地国雇用率が79％に上昇しました。

60ヶ国において現地従業員を対象に
長期インセンティブ計画TUP
（Time-based Unit Plan）を実施

■ 68ヶ国でTUPを実施しました。

ファーウェイのスタッフに平均30時間の
トレーニングを提供

■ 各種トレーニングに8万人以上の従業員が参加し、その平均トレーニング時
間は37時間でした。

2012年度の顧客満足度をさらに向上
■ 中国内外の顧客満足度を、2012年レベルからさらに引き上げ、中国内で2.79

ポイント、中国外で3.41ポイント上昇させました。

新規サプライヤのサステナビリティ資格取得
およびCSR/EHS契約締結

■ 新規サプライヤ39社がサステナビリティ資格を取得しました。
■ すべての新規サプライヤとCSR（企業の社会的責任）/EHS（環境、健康、安

全）契約を締結しました。

サプライヤの現地監査率100％を実現
■ サステナビリティ・リスクの高いサプライヤ28社、および中程度のリスクの57

社についてサプライヤ現地監査を実施しました（現地監査率100％）。

80％のサプライヤが、紛争鉱物の使用に
関する当社調査に回答

■ 第1段階としてデバイス・サプライヤ191社における紛争鉱物使用について調
査を行い、そのうち85％から回答を得ました。

20ヶ国以上で通信の未来を担う人材育成
 eht rof sdeeS moceleT「 、ムラグロプ

Future」を実施

■ 23ヶ国で通信の未来を担う人材育成プログラム、「Telecom Seeds for 
the Future」を実施しました。2013年には、8ヶ国が新たに参加しました（
スペイン、日本、ノルウェー、オーストラリア、ベトナム、タンザニア、

　　　ドイツ、イタリアを含む）。 

サステナビリティ管理シ
ステム

サステナビリティ方針を発行 ■ ファーウェイのサステナビリティに関する方針を策定し発行しました。

サステナビリティ手順を発行 ■ 試験的な使用のために12のサステナビリティ手順を発行しました。

2
デジタル・デバイドの解消

Connectivity

34567891

■　　　地球上どこでも音声通信が容易に利用できること

■　　　すべての人がブロードバンドを利用可能になること

■　　　ファーウェイが事業を展開する各国において、国内ICT専門家を育成
■　　　し、ICT知識の移転を図ること

■　　　さまざまな産業分野で、情報化を行い、効率をよくする先進的なICT
■　　　ソリューションを強化して、社会の発展を助けること

通信産業の発達と電話の普及によって、音声通信に関わる問題は

大部分が解決されています。しかしながら、世界全体でみると、依

然として「つながらない」世界で生きている人々が大半を占めてい

ます。

先ごろのITU（国際電気通信連合）の報告によれば、世界人口の６

割は、情報社会の外に置かれており、ICT技術のもたらす無限の可

能性を利用できないままでいます。

今後、デジタルの世界と現実世界はいっそう統合が進み、無限の

可能性を享受できる「つながる世界」が生まれるでしょう。しかしな

がら、ICT技術に価値があっても、それを活用する人々の能力には、

大きな格差があります。

そこで、私たちは、デジタル・デバイドの対象となるのは音声通信だ

けではないと考え、デジタル・デバイドの再定義に踏み出しました。

デジタル・デバイドを縮小するには、すべての人がブロードバンドへ

アクセスすることができるようになることが必要です。高速通信が

可能にするコンテンツやアプリケーションを利用できるようになる

ことが重要なのです。

地球上どこでも高品質の音声通信を容易に利用できるようにする

ことに加えて、ファーウェイは、ブロードバンド、人材、アプリケーシ

ョンを通じたデジタル・デバイドの解消にも引き続き力を入れてい

きます。

世界のどこでもブロードバンドが利用可能となるように、新時代の

ICT技術を強化し、グローバルな課題への取り組みを進めています。

そのためにトレーニングセンターを設立し、各国の国内人材の育

成、知識や技術の移転、地域の発展、そしてデジタル社会への参加

を推進するための合同の啓蒙構想を開始しました。

その他、個人、企業、地域の必要性に合わせたICTアプリケーショ

ン＆ソリューションのカスタマイズによって、経済業績の改善、生

活の質（QOL）の向上、生産効率の上昇、競争力の強化などに貢

献しています。
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2.2 すべての人にブロード
バンドを
44億の人々につながる環境を: 2013年のITU（国際電気通信連

合）レポートによると、先進国では77％の人がインターネットにアク

セスできるのに対して、途上国では31％に留まっています。

言い換えれば、インターネットにアクセスできない人は全世界で

44億人存在しますが、そのうち米国、ヨーロッパ、日本、韓国など

の先進国の住民は3億人未満です。大多数の40億人以上は途上

国の人々なのです。

ファーウェイは、ユビキタスなブロードバンド利用を可能にする太

い情報パイプの構築に取り組んでいます。人と人、人とモノ、そして

モノとモノがつながることで、無限の可能性を開く新時代のICT技

術を積極的に推進しています。

2.3 ICT人材の育成
デジタル・デバイドを解消するためには、ICT（情報通信技術）に関

する知識や技術の共有と移転に加えて、ICT人材の育成が重要な

課題の一つとなります。

ファーウェイは、情報へのアクセスにおける格差をなくし、誰もが

情報技術を利用できるようにするという目標の達成に力を注いで

います。

その活動の一環として、将来を見据え、各国の国内ICT専門家の育

成、知識や技術の移転、地域のデジタル社会化を援助しています。

2013年末の時点で、ファーウェイの通信の未来を担う人材育成プ

ログラム、 「Telecom Seeds for the Future」は、20ヶ国以上

の70を超す大学で開催されました。1万人以上の学生が、ICT人材

を育成するこのプログラムに参加しました。

2.4 ICT技術の応用
個々の企業が各自の状況に応じて、業績の改善や、生産性の向上

や、競争力の増強が可能となるよう、ファーウェイは、ICTソリュー

ションのカスタマイズを提供しています。

ファーウェイのサステナブルなＩＣTソリューションによって、各企

業は徐々に持続可能な産業の発展を支えるようになりました。今

後は、新しいビジネスモデルが生まれることも期待できるようにな

ります。

ファーウェイの製品は、消費者、政府、公共機関、交通、エネルギー

を含む多くの現場で活用されています。

2.1 すべての人に通信環境を
ファーウェイは、どんな場所でも音声通信が簡単に利用できるよ

うに取り組んでいます。

現在、ファーウェイの製品とサービスは、全世界で170以上の国

や地域において、30億人近い人々をサポートしています。そのな

かには、地形条件が過酷なために未開発のとなっている場所も少

なくありません。

ファーウェイのSingleSiteソリューションによって、
ネパールの山岳地帯に住む人々は快適な通信が利用できるようになりました。

さらに、緊急時などに一時的な通信サービスを提供するなど、すべ

ての人に時と場所に左右されないユビキタスな音声通信を提供す

ることに力を尽くしています。

ヒマラヤ山脈に位置するネパールは、6000m級の山々が連なる「山の

王国」として知られています。同国ではこのような地形のため輸送が大

変困難で、物資は主に人間や牛、ヘリコプターで運ばれます。

電力の供給も大きな課題で、冬になると毎日最大16時間も電気が切

断される地域もあります。ネパールの通信事業者は長年、基地局設置

の難しさ、長期におよぶ工事期間、高い建設費などに悩まされており、

地方部の通信環境の改善に苦慮してきました。

ネパールでは長距離の通信は言うまでもなく、途切れのない通話さえ

ままならない状態でした。

こうした状況を十分に理解したファーウェイは、ネパールの通信事業者

が地方部へ統合基地局を建設することを援助するため、SingleSiteソ

リューションを提供しました。

太陽光発電を採用したエネルギー効率の高い屋外型基地局により、通

信事業者は基地局の設置費用を大幅に抑え、電力依存を効果的に低減

させるとともに、該当地域の電波網羅率の目標も早急に達成しました。

ファーウェイは2013年末までに、ネパールの3大山岳地帯である中西

部・西部・極西部に2G（第二世代通信）ネットワークを展開し、800万人

に通信環境を提供しています。通信環境が整ったことで、ネパールの人

々の生活はより便利になり、「つながる社会」が生まれています。

通信の発達は、ネパールの観光にとっても大きな推進力となっています。

たとえば、山岳地からは、電話のほか、いつでも自由なメッセージ（ＳＭ

Ｓ）の送受信が可能となりました。このように外部世界とつながること

で、観光客に安全性が向上したと受け止められ、観光地としてのネパ

ールの魅力が高まっています。

加えて、通信がグローバルにネパールの情報を提供することができる

ようになったので、投資環境が改善され、ネパールにおける経済発展

のペースが加速しています。閉ざされた「山の王国」の魅力は、いまやグ

ローバルに開放されています。

�「山の王国」の辺境で800万人の通信問題を解決
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日本での事例輪番CEO※の日本での講演

情報通信の未来を議論する国際会議に協賛

「ITUカレイドスコープ会議」は、国連機関の一つで電気通信を所

管しているITU（国際電気通信連合）の標準化活動に、研究機関や

大学などで行われている長期的視野の標準化や最先端の研究課

題を取り込むことを目的とした学術会議です。年に一度、世界各地

で開かれ、情報通信技術の専門家と学会の対話を促進する機会と

早稲田大学「GITIフォーラム2013」にて講演

ファーウェイ・ジャパンは、社会貢献活動の4つの柱のひとつと

して、将来のネットワーク社会の発展を担うICT人材育成に力

を入れています。

2013年6月5日、早稲田大学大学院国際情報通信研究科／国

際情報通信研究センターが主催した『GITIフォーラム2013』

にて、ファーウェイ・ジャパン副社長・ソリューション＆マーケテ

ィング本部長の周明成（ジョウ・ミンチェン）が、「Huawei ICT 

strategy in Japan」 と題した招待講演を行いました。

講演では、閉じられたネットワークの世界から、クラウドを活用

した開かれた世界へ発想を転換することと、SDN（Software 

Defined Networking＝ソフトウェアによる仮想ネットワーク

構築）と通信技術を融合させるSoftCOMという考え方を推進

していくことを提案しました。

ファーウェイ輪番CEOが
「世界ICTサミット2013」にて講演

日本経済新聞社、総務省主催の『世界 ICT サミット 2013 進化す
る情報共有社会～エクサ時代に向けて』において、ファーウェイの
輪番CEO兼取締役副会長、胡厚崑（ケン・フ ー）が「デジタル化が
もたらす次の波」と題した講演を行いました。
ICT業界の重要人物が一同に会し、技術動向や将来の展望を議
論する同サミットで、胡CEOは、データ化が進む社会で新たなビ
ジネスモデルを実現するにはICTインフラの改革が重要であるこ
とを強調しました。

この大学院は中国を始め世界各国からの留学生も多く、通信工

学の授業を英語で行うなどユニークな教育を実践されており、卒

業生数名が弊社に入社しています。

なっています。今年は4月22日～25日に京都で開催されました。

「BuildingSustainableCommunities（持続可能な社会の構

築）」をメインテーマに、将来のネットワーク技術やサービスのみ

ならず、社会経済学や文化、倫理など幅広い観点から活発に議論

が交わされました。ファーウェイは、世界をリードするICT企業とし

て業界の更なる発展に寄与するため、この会議に協賛しています。

講演する、、ファーウェイ・ジャパン副社長・ソリューション＆
マーケティング本部長の周明成（ジョウ・ミンチェン）

講演する、ファーウェイの輪番CEO兼取締役副会長、胡厚崑（ケン・フー）

世界のリーダーが集うSTSフォーラムに協賛

世界をリードするICT企業として、科学技術の振興を支援している

ファーウェイは、10月6～8日に京都で開催された「科学技術と人

類の未来に関する国際フォーラム（STSフォーラム）」第10回年次

総会に協賛を行いました。

今年のテーマはイノベーションと持続可能性です。約100ヶ国 

1,000人の科学技術、政治、ビジネス、メディア各界の世界的

リーダーが招待された日本最大規模の国際会議で、安倍総理

大臣もご挨拶されました。

ファーウェイ本社からは輪番CEO兼副会長の郭平（ゴウ・ピン）が

出席し、「デジタルとアナログの橋渡し～情報通信技術の立場と価

値を再考する（Bridge the digital and the physical worlds-

Rethinking the positioning and value of ICT）」と題した講

演を行い、パネル・ディスカッションにも参加しました。

講演する、ファーウェイの輪番CEO兼副会長の郭平（ゴウ・ピン）

※CEO輪番制度
 
ファーウェイは取締役会のもとCEO輪番制度を実施しています。輪番CEOはその在任期間中、会社の業務と危機管理における中心人物として、会社の存
続と発展の責任を担います。
 
輪番CEOは取締役会の執行委員会の招集と進行に責任を負います。経営に関する日常的な意思決定においては、輪番CEOは取締役と監視委員会のメン
バーに職責の遂行を適切なタイミングで報告しています。
 
3名の副会長が輪番CEOとして6か月ごとの任期を務めます。2013年の輪番CEOとその任期は以下の通りです。
 
郭平（ゴウ・ピン）	 2012年10月1日～2013年3月31日
胡厚崑（ケン・フー）	 2013年4月1日～2013年9月30日
徐直軍（エリック・シュー）	2013年10月1日～2014年3月31日
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慶応義塾大学環境情報学部に
研究・実験用機材を寄贈

慶應義塾大学の湘南藤沢キャンパス内にある環境情報学部（学

部長：村井純教授）にファーウェイの最新インテリジェント・スイッ

チ製品『CloudEngine 6800』ほか一式を研究・実験用機材と

して寄贈しました。

ビッグデータやクラウド時代のICTインフラを支える基幹通信網

やデータセンターなどでは非常に高い運用性能が必要とされま

す。同学部では今回寄贈した機材を次世代高速通信網の構築に

関する高度な研究に活用していただく予定です。

ファーウェイはこうした最先端機器の寄付をはじめ、さまざまな

形で高等教育機関と連携し、情報通信技術における、さらなるイ

ノベーションの実現に貢献していきます。

村井純学部長（写真右）とファーウェイ・ジャパン
代表取締役社長・閻力大（エン・リダ）

ITU-R SG5 WP5D
第16回ミーティングに参加、協賛

北海道札幌市において開催されたITU-R（国際電気通信連合

無線通信部門）SG5（Study Group 5）WP5D（Working  

Party 5D）のミーティングに協賛しました。

世界各国の通信事業者、ベンダー、標準化機関、官公庁から計 

185名が参加したこの会合に、ファーウェイからも中国、欧州、

日本の各オフィスの専門家が出席しました。WP5Dは地上系

IMT（International Mobile Telecommunications）の検

討部会です。今回のミーティングは国際的周波数分配を定める

WRC-15（World Radiocommunication Conference 

2015）に向けて将来のIMTビジョンや技術動向などを検討す

る重要な機会となりました。会合では熱い議論が交わされ、今

後につながる大きな成果が生まれました。

東京工業大学松岡研究室とサーバー、SSDカードの
検証・共同開発を開始

ファーウェイは、東京工業大学学術国際情報センター（GSIC）の

松岡研究室と提携し、『Tecal RH5885 V2』ラック・サーバーと

『Tecal ES3000』高性能PCIe SSDカードの検証および共同

開発を行うことを決定し、サーバー2台とSSDカード4枚を同研究

室に搬入・ 設置しました。

高性能計算に関するソフトウェア基盤技術を専門とする同研究室

は、リーダーの松岡聡教授を中心にGSICのスーパー・コンピュー

ターTSUBAMEの設計・構築でも主要な役割を果たしています。

ファーウェイとの提携にあたり松岡教授が上記2製品を選出。年

末までにこれらの機器を研究に使用しながら検証が行われ、ファ

ーウェイは研究室からのフィードバックを今後の製品改良・ロー

カライズに反映させていきます。

今回の共同開発について、松岡教授は「強力なR&D機能を持つフ

ァーウェイの優秀なエンジニアたちとアイデアを出し合い、次の技

術革新につながるコラボレーションを実現していきたい」と抱負を

述べました。

松岡聡教授
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子どもたちの震災復興活動をSNSアプリで支援

世界をもっと「つなげる」ことで、豊か

でスマートな暮らしの実現を目指す

ファーウェイは、情報通信技術を活

用して地域の課題解決や活性化に貢

献したいと考えています。今回、子ども

たちの東日本大震災の復興活動をサポートすることで、このビジョ

ンを実践することができました。

世界120ヶ国以上で、子どもたちの支援を行う国際NGO、セーブ・

ザ・チルドレン。日本を拠点とするセーブ・ザ・チルドレン・ジャパン

（SCJ）では、震災後、子どもたちが復興やまちづくりに参加する

活動“Speaking Out From Tohoku（SOFT）～子どもの参加

でより良いまちに！～”を開始しました。

きっかけは、被災地域の子どもたちへのアンケートに「まちのため

に何かしたい」という声が多かったことです。そこで、子どもたちが

主体的に活動する『子どもまちづくりクラブ』を立ち上げ、岩手県

山田町・陸前高田市、宮城県石巻市で展開しました。

そのなかで、3地域の子どもたちが一緒に集う機会が少なく情報共

有が難しいため、既存SNSの活用を検討したものの、フィルタリン

グや匿名性の観点から見送りになりました。

そこで手を挙げたのが、ファーウェイ・ジャパンでした。

オリジナルSNSアプリ『子どもまちづくりポケット』を開発し、ファー

ウェイ製タブレット端末にインストールして寄贈することを決定。こ

れまでも、タブレットは復興支援に多く導入されていますが、利用

者のニーズやリテラシーと合わずに放置されていることが多いと

聞き、開発ではユーザー視点にポイントを置き、SCJのスタッフや

子どもたちの声を聞きながらアプリを完成させました。

アプリでは、各地域の取り組みを紹介するデジタル壁新聞の作成

や、感想の投稿などが可能となっていて、情報共有の活発化や、活

動内容の広い発信が予定されています。なお、本アプリはスタッフ

のサポートのもと、同クラブの活動のみに使用することを想定して

おり、有害サイトへのアクセスなどの懸念についても安心できるも

のとなっています。

8月25日に山田町で行われた贈呈式では、ファーウェイ・ジャパ

ンの魏新拳（ウェイ・シンジュ）常務取締役広報・渉外本部長が挨

拶を行い、3地域に各10台ずつ、計30台を支援金とともに寄贈し

ました。

SCJ東日本大震災復興支援事業部の津田知子副部長からは、「子

どもたちが定期的に情報交換し、その声が地域の復興やまちづく

りに反映されることを期待します」とのお言葉をいただきました。

アプリとタブレットが大いに活用され、子どもたちの思いに応える

まちづくりが進むことを願っています。

贈呈式に出席したファーウェイ・ジャパンの
常務取締役 広報・渉外本部長  魏新挙（ウェイ・シンジュ）
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Responsibility

4567891

■ ネットワークとサービスを安定させるため、自己の能力を伸ばし、効率的な体
制をつくりあげる。

■ 円滑な通信を行うため、何重にも保護した緊急時の安全組織と運用体制をつ
くりあげる。

■ 製品の堅牢性と防護能力を向上させて、国際的に認知されるセキュリティの
保証を提供する。

■ ステークホルダーとの間で、誠実かつ前向きで率直なコミュニケーションを
図り、協力しあう。サイバーセキュリティ基準や法規を守り、製品セキュリティ
と顧客の権利と利益を保護する。

デジタル化の波を受けた情報技術は、電信・電話といった基本的な

通信手段からはじまり、徐々に放送、TVなどの家庭用娯楽機器に広

がりました。そして今日ではコンピュータ、インターネット、そして家電

製品をはじめとする「モノのインターネット」にまで通信手段を拡大し

ています。

情報技術は、世界の経済成長の推進力であるとともに、現代の私たち

のライフスタイルにも欠かせないものとなりました。現在、ネットワーク

は私たちの生活に必須なものとなり、そのおかげでデジタル市民社会

が誕生しようとしています。インターネットがボーダーレスになるとと

もに、世界が一つとなるようなデジタル社会が姿を現しつつあるので

す。こうした状況を背景に、ネットワークの安定性と安全性に対する

要求も高まりつつあります。

ファーウェイは全世界でネットワーク・インフラとソリューションを提

供しています。自然災害や人災などの極限的状況も含めて、あらゆる状

況においてネットワークの安定性をサポートすることは、たんにビジネ

ス上の責務にとどまらず、モラル的な責任でもあると私たちは考えてい

ます。サイバーセキュリティの保証は、ファーウェイの企業戦略の中核

要素の一つです。私たちは絶えず、ステークホルダーと協力して、隅か

ら隅までのサイバーセキュリティ・システム構築に取り組んでいます。
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ネットワーク運用のサポート

3.1 ネットワークの安定性
お客様のネットワークやビジネスを安定化させるため、ファーウェイ

は、製品設計、ソリューション、配送などの各部門のサポートによる総

合保証システムをつくりあげています。

その他、地震、津波、社会変動、サイバー攻撃などの重大局面に際して、

ネットワークを速やかに復旧させ、円滑な通信環境を確保する効率的

な緊急時即応体制も確立しています。

こうした対策によって、ファーウェイは、人々の暮らしと財産を守る安

定性の高い通信サービスを提供できるのです。

すべての人が、いつでもどこでも通信ができ、データにアクセスし、情報

を共有できるようになることがファーウェイの目標です。そのため、ネッ

トワーク・サポートに関する投資にも力を入れています。

2013年には、全世界の30億以上の人々に安全な通信を提供し、170

を超える国や600以上の地域のお客様に対して、1500あまりのネット

ワークにおける安定した運用をサポートしました。

200件近い重大事件、自然災害（四川省雅安の地震やフィリピンの

台風30号）、特殊なイベント（イスラム教の大巡礼ハッジなど）におい

ても、ファーウェイがネットワークを利用できるようにしました。現在

も、世界各国で3,800人以上のファーウェイのエンジニアが、休みな

くサポートサービスを提供しています。

フィリピンでは、2013年にヨランダと呼ばれる超大型台風30号が、通
信回線や電波塔にダメージを与えました。その復旧に、ファーウェイの
エンジニアが活躍しました。フィリピンでの活動は１年の間に2回にのぼ
りました。

2013年11月8日、超大型台風がフィリピンを襲いました。最高風速が
１時間あたり379kmになるフィリピン史上最大の台風30号は、各地に
甚大な被害を与え、約1万人の命を奪いました。全国災害リスク削減・
管理委員会の発表によると、1600万人が被害を受け、400万人が家を
失ったそうです。

暴風雨はフィリピン中央部の島々に壊滅的な被害をもたらしました。嵐
は村落を破壊し、通信回線を含めた地域のインフラにダメージを与えま
した。広範囲にわたって通信回線が切断されたため、被災者の安否情

新しい機器を設置するエンジニア

報や救援組織との連絡が途絶えました。

通信網の復旧
ファーウェイ・フィリピンは、フィリピン国内の通信事業者と協力し、被
災した通信回線を迅速かつ効率的に復旧する仕事に取り組みました。
通信事業者Sは、ネットワークの大部分を失い、1200の基地局が、動力
や回線がないために機能しなくなりました。
台風が去った後、ファーウェイの従業員と下請け業者をあわせた108人
が、ただちにヘリコプターで現地に向かいました。そして、被害が最も甚
大なパナイ、セブ、タクロバンの島々で、崩壊したネットワークの復旧に
全力を注ぎました。
被害の大きかった地域では、従業員たちはまず、道路の片付けから着手
しました。新たに回線を敷設するにも通信機器を設置するにも、まず道

大きな被害をもたらした台風の後、
通信の復旧に取り組むファーウェイのエンジニア

路における家や車の残骸の除去が必要だったからです。
大量の残骸処理は夜になっても続きました。電気が途絶えた暗闇の中で
の作業は危険で、困難を極めました。
従業員たちは、被害がひどく見捨てられた建物の床で仮眠をとり、配給
の水や食料で栄養をとりました。基本的な必要物資すら欠いているなか
で、昼夜を徹しての作業が続きました。
下請業者の一人、マニュエリト・マルセロは、ファーウェイ・チームの果敢
な活動について語ってくれました。
「命を脅かしかねない危険な環境の中で、私たちは一生懸命作業しま
した。食糧も水も乏しかったのですが、顧客や請負業者が大変がんばっ
てくれたので、ようやくマニラやミンダナオからの配給品を手に入れるこ
とができました。ひどく苦労はしたものの、被災した地域の人々に笑顔で
迎えられ、通信復旧の労をねぎらわれた瞬間に、疲れは吹き飛びました」
ファーウェイは、地域社会のニーズに迅速に対応し、最短時間で安定し
た通信網を復旧させることに成功しました。集中的な作業を行い、1か
所あたり約2日で稼働再開させたため、2週間後には全面復旧させるこ
とができました。
ネットワークが復旧した後も、新たな問題が発生しました。復旧を知った

人々が一斉に外の世界と連絡を取ろうとしたため、回線網の混雑が激し
く、パンク状態となったのです。
タクロバンの復旧した3サイトでは、平常時の最も通信の集中する時間帯
と比較して5倍の量にあたる通信がいちどきに殺到しました。
ネットワークの負担を緩和し安定させるため、ファーウェイの従業員たち
は、復旧対象を近隣サイトに絞って迅速な作業を進めました。地元の人た
ちが身内や友人と連絡を取り合うことができるよう、SMSと音声通話の
ための２G（第二世代通信）サイトの復旧を優先しました。
2014年2月の時点で、通信事業者Sが運用するタクロバンの109サイト
のうち93サイトが完全復旧しました。残る被災地のネットワークに対して
も、2014年中の完全復旧を目指して活動を進めています。
通信の復旧と並んで、ファーウェイはフィリピン赤十字に対する寄付や犠
牲者への援助も行いました。
ABS-CBN財団とのパートナーシップを通じて、被災者にSIMカード付き
携帯電話300台を寄付し、フィリピンの非営利組織であるアヤラ財団へ
の資金援助を行いました。
ファーウェイ・フィリピンの従業員も寄付を募るとともに、現地コミュニテ
ィーに対し食糧や医薬品を贈るなど、被災者の支援に力を尽くしました。

3.2 サイバーセキュリティ
サイバーセキュリティは全世界共通の課題です。隅から隅までのグ
ローバルなサイバーセキュリティの保証システムを構築して実行す
ることは、ファーウェイの重要戦略の一つです。
グローバルなサイバーセキュリティの脅威に適切に対処するには、
お客様、サプライヤ、そして政策立案者、立法関係者などのグローバ
ルレベルの協力が重要になります。
そこで、すべてのステークホルダーが知識と技術を共有し、実際的
な視点から協力しあうことが大切です。技術が悪用された結果とし
ての不測のリスクを軽減するためには、関係者が一丸となって取り
組む必要があります。
2013年、ファーウェイのグローバル・サイバーセキュリティ担当役
員ジョン・サフォークの執筆による『サイバーセキュリティのパース
ペクティブ：サイバーセキュリティをファーウェイのDNAに―統
合プロセス・方針・標準』と題したサイバーセキュリティ白書第2版
が発行されました。
この資料では、サイバーセキュリティをファーウェイのDNAに取り
込むことと、統一された国際サイバーセキュリティ標準を策定して
実施することの重要性について取り上げています。
サイバーセキュリティのような広範な問題については、官民共同
の、オープンで合理的、かつ協調的で建設的な対話が必要です。
そのためなら、私たちは、サイバーセキュリティに関する知識と経

験を、喜んで共有したいと考えています。それによって、サイバーセ
キュリティに関する私たちの共通の目標を実現させたいと望んで
います。
2013年は、サイバーセキュリティ問題に対処するため、全社的な調
整に乗り出しました。サイバーセキュリティ要件を、隅から隅までの
企業方針と手順（戦略とガバナンス、基準とプロセス、法規、人事、
研究開発、検証、外部のサプライヤ管理、製造、デリバリ、問題対応、
トレーサビリティ、監査を含む）に統合しました。
日常業務に改善措置を取り込むことで、お客様に対し、よりセキュ
リティレベルが高い製品、ソリューション、およびサービスを提供
することができるようになりました。

ファーウェイの
｢サイバーセキュリティ白書｣
第2版

フィリピン、台風30号（ハイヤン）後の通信網復旧を援助
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日本での事例

セキュアなネットワーク社会を目指して

ファーウェイ・ジャパンは、4月1日より日本ネットワークセキュリテ

ィ協会（JNSA）の会員となりました。JNSAは、ネットワーク社会

における情報セキュリティの調査・研究、情報提供、啓発活動など

サイバーセキュリティ提言レポート第2版の
日本語版を発行

ファーウェイのグローバル・サイバーセキュリティの責任者、ジ

ョン・サフォーク（John Suffolk）執筆による提言レポート第

2版『サイバーセキュリティに対するファーウェイの視点と取り組

み：サイバーセキュリティをファーウェイのDNAに―統合プロ

セス、指針、標準』を公開し、あわせてその日本語版を発行しまし

た。日本語版はファーウェイ・ジャパンのウェブサイト

（h t t p : / / www . h u awe i . c om / j p / a b o u t - h u awe i /

corporate-info/cyber-security/index.htm）からダウン

ロードできます。

を行う特定非営利活動法人（NPO）です。官公庁や公的機関によ 

る情報セキュリティ事業の受託や協力も行っています。ファーウェ

イはこうした活動への積極的参加を通して、より安心安全なネッ

トワーク社会の発展に貢献していきます。

24
環境保護の推進

■ 製品や資源の利用効率を改善し、製品のライフサイクルを通じた環境への
悪影響を低減するための技術革新

■ 廃棄物とGHG（温室効果ガス）排出の削減

■ 環境保護を推進し、産業チェーンの全体的競争力を高めるためのパートナーとの協働

■ 環境に優しいICTソリューションの推進、多方面の産業分野における省エネルギーと
排出削減の支援、および循環型経済成長と低炭素社会に向けての貢献

Green

3567891

ICT産業の進歩は、社会全体のエネルギー消費量と二酸化炭素

排出量の削減を進めました。それとともに、電話と通信によるテレ

ビ会議システムは、出張や移動の必要性をも削減しました。SMS

やインターネットの普及によって、はがきや手紙などの物理的手

段による伝達の機会もまた減少しています。通信サービスが発展

し続けることで、今後は、個人と企業の双方が二酸化炭素排出の

削減に貢献するようになるでしょう。

ファーウェイは、「グリーンなパイプ、グリーンな活動、グリーンな

パートナー、グリーンな世界」という環境保護戦略を実践してい

ます。これは、炭素排出の少ない、環境に優しいICTソリューショ

ンを提供することはもちろん、社内のエネルギー効率改善に積

極的に取り組み、二酸化炭素排出の削減と省エネルギー化に尽

力するファーウェイの姿勢を示しています。

ファーウェイは、内部的には技術革新を通じてエネルギー効率

改善を進め、お客様にエネルギー効率に優れて環境に優しい製

品やソリューションを提供しています。

一方、外部的にも、サプライヤ、お客様、パートナーなどと協力し、

製品のライフサイクルにおける環境への影響を最小限に引き下げ

ることを通じて、持続可能な社会に貢献しています。
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電気が届いていない場所に設置された通信基地局の多くは、デ

ィーゼル発電機を使用しています。しかしディーゼル発電機は

二酸化炭素や、他の大気汚染をもたらす有害物質を排出しま

す。しかも、通信事業者は基地局に定期的に燃料を補給しなけ

ればなりませんし、保守点検のために熟練した作業員を出向か

せる必要もあります。その結果、追加の交通費と保守費用が大

量に発生してしまいます。

一方、再生可能エネルギーを燃料とする基地局は運用コストが

低く、エネルギー効率に優れ、環境に与える影響も少なくなっ

ています。再生可能エネルギーは、通信基地局にとって理想的

な電力供給源といえます。

ファーウェイは世界中におよそ2万のグリーン基地局を設置して

います。グリーン基地局では、風力発電と太陽光発電で消費エ

ネルギーの大半を補い、燃料消費を80%節約できます。これに

より、通信事業者はネットワーク拡張に際して二酸化炭素の排

出量を削減し、運用コストを抑えることができます。

4.1 環境に優しい製品とサービス
環境保護における目標の一つは、環境に優しく、しかも効率の

よい製品を開発することです。それによって、お客様が、省エネ

ルギー化を達成化したり、コストを削減したり、炭素排出や環

境への悪影響を減少させたりすることができます。

この目標を達成するため、ファーウェイは環境に優しく、エネル

ギー効率もよく、業界をリードするような製品を開発します。そ

れらの製品は、法規や規格、そしてお客様の要件に、求められ

る以上のレベルで応えることを目指しています。

4.2 エネルギーと気候変動
IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の報告書によれば、

経済・社会の発展を賄うためのエネルギー需要は増加の一途

をたどっています。

エネルギー消費に伴う温室効果ガス（GHG）排出により、大気

中のGHG濃度は空前のペースで上昇しています。

地球の平均気温の上昇も、人間活動に起因するGHG濃度上

昇の結果である可能性がきわめて高いと報告されています。

ファーウェイは、気候変動に対して前向きに取り組むだけで

なく、積極的に温室効果ガス排出を削減するための有効な対

策を実施しています。

たとえば、エネルギー管理システムを導入し、再生可能エネル

ギーの利用を推進しています。また、製品のエネルギー効率の

改善を図り、製品使用時の二酸化炭素排出量を減らしていま

す。さらにサプライチェーン全体に働きかけて、エネルギー消

費や二酸化炭素排出量を削減しています。

中国・内モンゴルに設置された太陽光基地局

ファーウェイのエネルギー消費統計（2011～2013年）

エネルギー 単位 2011 2012 2013

天然ガス 10,000 m3 630 450 423

ガソリン トン 1,474 1,543 1,668

ディーゼル トン 67 48 60

電気 10,000 kWh 71,793 86,885 94,158

注：2013年は、ファーウェイのビジネスが大幅に成長したために、総エネルギー消費は増大しました。ただし、単位面積当たりのエネルギー消費
においては2012年よりも0.69％少なくなりました。

ファーウェイの循環型経済モデル

4.3 効率的な資源利用
資源消費量の削減は、ビジネスのサステナビリティや運転コス

トの低減を左右する重要な要素になっています。

ファーウェイは、資源消費量削減のための体系的な資源管理ア

プローチを実施し、資源の利用効率を最大化しています。これ

は、お客様のニーズに応え、規制も遵守し、さらに重要な点とし

て、ファーウェイのサステナビリティ目標をも達成するものです。

4.4 循環型経済
伝統的な経済発展モデルは、資源不足や環境汚染や地球の生

態系の破壊をもたらします。そのため、新しい循環型経済モデル

が、ファーウェイのステークホルダーにおいて、戦略的な方向性

となりつつあります。

ファーウェイは、製品設計段階から、廃棄物を削減できるような

デザインをこころがけています。

技術の進歩とネットワークの進化のおかげで、ファーウェイは製

品をプラットフォームまたはモジュールとして設計することがで

きるようになりました。これは、製品の信頼性と保全性を高め、製

品寿命を延ばし、結果として製品の価値を大きくしてくれました。

さらに、お客様の投資負担を軽くし、資源ゴミや廃棄物処理場か

ら生じる汚染を軽減するため、サイト・リユース・ソリューションを

提供しています。

ファーウェイは、「揺りかごから揺りかごまで」の循環型経済モデル

を実践することによって、持続可能な資源利用を実現しています。

原材料の
獲得

製品の最終
処分

材料加工
処理 製造 販売 使用

修理

再販売／再流通

再製造

リサイクル

天然資源を燃料とする基地局が2万台に
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環境に責任を持つ消費者行動を奨励し、同時に携帯端末の電子廃棄

物を削減することを狙いに、プログラムはまずフランスで、2013年4月

22日（アースデイ）にスタートしました。

携帯端末を回収し、分解・リサイクルすることで、端末1台たりともゴミ

として埋め立て処分せずにすみ、二酸化炭素の排出量削減に貢献して

います。

2014年は複数のパートナーと協力してこの取り組みを広範囲で実施

し、広く周知に努めます。その結果、より多くの消費者が利益を得られ

るようになるでしょう。

大切なのは、プログラムが普及することで、電子廃棄物をさらに削減し、

循環型経済成長を大きく後押しすることです。

「このプログラムの特長は、経済、社会、そして環境を一体化している

ことです。ローカルな市場に順応し、ローカルな経済に貢献しようとい

うファーウェイの姿勢の表れでもあります」

— デニス・モレル、ファーウェイ・フランス・デバイス事業部副社長

スマート・エクスチェンジのインターネット・ウェブサイト。
使用済み携帯の回収申し込みも容易

循環型経済の発展の一助となるべく、2013年、ファーウェイ・フランス

は、消費者がスマートフォンを手に入れやすくなるような、革新的なスマ

ート・エクスチェンジというリサイクル構想を考案しました。

このプログラムは、スマートフォンの下取りを行って新規購入価格を割

引くものです。その結果、消費者のゴミが減り、必要とする人に雇用を提

供することもできるようになりました。

ファーウェイのスマート・エクスチェンジ・プログラムでは、使用済みの

携帯端末を再利用やリサイクルのために下取りし、代わりの新しいス

マートフォン購入の際に割引価格を提示しています。これにより、電子

廃棄物を削減し、環境に対する責任ある消費者行動を促しています。

ウェブサイト：www.huaweismartexchange.comでは、端末の状態

などを入力することで簡単に古い携帯端末の下取り価格を計算するこ

とができます。また、各社の新しいスマートフォンを選ぶこともできます。

使用済みの携帯端末は、専用のパッケージで郵送するだけです。ファー

ウェイでは、メーカーに関わらず、すべての古い携帯を引き取ってリサイ

クルを行っています。また、購入するスマートフォンがファーウェイ製の

場合には、特別割引の特典もあります。

スマート・エクスチェンジのプログラムは、リコマース・ソリューションズ

とアトリエ・デュ・ボカージュ（ADB）との共同取り組みです。リコマース・

ソリューションズは使用済み携帯の回収を、ADBは回収した端末の解

体とリサイクルを担当しています。

ADBの創設者でもある取締役アルル・ベルナルドは、「回収した携帯の

リサイクルを当社に委ねたということに、持続可能な産業チェーンに対

するファーウェイの熱意が明白に表れています」と、パートナーシップ

の社会的重要性について語っています。

使用済み端末を検査する
ADB従業員
写真提供：ADB

スマート・エクスチェンジ・リサイクルプログラムにより電子廃棄物を削減し、
環境責任意識のある消費者行動を奨励

日本での事例

ファーウェイ・ジャパンの自然保護への取り組み

ファーウェイ・ジャパンは2012年11月に経団連自然保護協議会

の会員となり、経団連自然保護基金への寄付を通じて自然保護に

貢献してきました。

2013 年は基金の支援事業の一つである「山村の地域づくりにつ

なげる生物多様性保全活 動の構築プロジェクト」に有志の社員が

ボランティアとして参加しました。このプロジェクトは、新潟県南魚

沼市清水地区の過疎集落を、生物多様性と人との関係を学ぶ場と

してとらえなおすものです。また、プロジェクトは、地域活性化のモ

デルとされ、過疎地の生 物多様性を維持しつつ集落の存続を図

る方策を探ることにもなります。

集まったボランティアは保全作業として木道作り、草刈、水草取り

を実施し、生き物調査も行いました。また、プロジェクトを主催す

る特定非営利法人ECOPLUSが所有する写真を購入し、サステ

ナビリティ・レターの表紙として使用しました。過疎集落の自然の

美しさを伝えるお手伝いになれば幸いです。

「Interop tokyo 2013」出展で
環境技術が高評価

ファーウェイはグローバル企業の一員として、「グリーン・コミュニ

ケーション、グリーン・ファーウェイ、グリーン・ワールド」のコンセプ

トのもと、全社を挙げて地球環境保全の推進に取り組んでいます。

中でもICT業界のエネルギー節約と温室効果ガス削減を目的と

した先端技術開発は、中核的な活動の一つになります。その技術

成果の発表の場として、ファーウェイは2013年6月11日～14日

に開催されたICT機器の見本市『Interop Tokyo 2013』に出

展しました。

展示物は、高効率電源装置、省エネUPS、屋外電力供給システ

ムなど、グリーンエネルギーの新時代を拓く多彩なソリューショ

ンです。中でも、効率性96%以上の高効率整流器や大幅な二酸

化炭素排出量の削減を実現する電源システムは、小型サイトか

●参加した社員の感想
2013年6月にコシヒカリの名産地である新潟県南魚沼市清水地

区でNPO法人 EcoPlusさんが主催する生物多様性保全活動に

参加しました。休耕田を活用したビオトープの維持活動などをほ

んの少しお手伝いしただけですが、日本の山村でしか体験出来な

い豊かな自然や厳しい生活環境の中で育まれて来た先達の知恵

を少しだけ覗かせて頂きました。私にとっては、この活動への参加

を通じて、都会での生活だけでは理解しにくい生物多様性の重要

さを肌で感じる貴重な経験となりました。

らデータセンターまで幅広い場面で活用されています。高効率

省エネルギー、安定性・信頼性の高いネットワーク統合の需要

に応えるファーウェイのエネルギー・ソリューションは、来場者

の皆様から高い評価を受けました。

ファーウェイではこのような環境へ配慮した事業運営を行うほ

か、経団連自然保護協議会などを通じて、自然環境保全に貢献し

ています。

ファーウェイ・ジャパン社員も参加した生物多様性保全活動
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Win-Win

34678912 5

■	 従業員への気遣いを怠らず、従業員個人の価値実現を助けるさまざまな働き方を提供する

■	 安全な運用による、健康的で安心できる労働環境を構築する

■	 顧客満足度の改善を続ける

■	 サプライヤと緊密に協力し、産業チェーン全体でサステナビリティのリーダーとなる

■	 事業を行う国や地域において、積極的に社会貢献を行う 

サステナビリティの維持は、当社を含む産業チェーンの、全ステー

クホルダーの共有責任です。

私たちは、従業員を含めた全ステークホルダーとの意思疎通を深

め、サステナビリティに関する意識と能力の向上、顧客満足度の

改善、地域社会の活動と発展に参加します。

こうした活動を通じて、従業員、お客様、サプライヤ、そして私たち

が事業を展開する地域社会にとっての価値を創出し、調和のとれ

た持続可能な社会の発展に貢献します。

5.1 従業員への配慮
ファーウェイは従業員を最も価値ある資産であり、長期的な競争

力とリーダーシップを維持する鍵であると考えています。従業員の

健康、安全、利益は会社の最重要事項です。会社に献身的な従業

員に対しては、時宜を得た適切な報酬で評価 する仕組みを整え

ています。

ファーウェイの連続的成長をサポートするために、2009年には、

人事（HR)モデルの変革に踏み切りました。職能ベースのプラット

フォームから、従業員の能力開発を助ける、従業員中心の3本柱

のプラットフォームへの切り替えを実施したのです。

HR変革プロジェクトは2013年にはほぼ完了し、さまざまな人材

が、個人的価値を実現するため、おのおのに適した働き方ができ

るようになりました。

事業分野別の人員比率

30歳以下

男性

30-50歳

女性

39.20% 59.42%

78.88% 21.12%

2013年12月31日現在、ファーウェイの従業員数は

15万人以上となっています。このうち、研究開発分野
のスタッフが45％を占めています。

50歳以上
1.38%

製造＆
サプライチェーン

2011年から2013年の
中国以外の地域社員の割合

2011

79%
73%
72%

2012

2013

研究開発

販売

デリバリー＆
サービス

その他

44.96%
23.18%

13.11%

4.57%

8.13%
6.05%

マーケティング & 
ソリューション

2013年の従業員年齢構成

2013年の従業員の男女比
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5.2 健康と安全
ファーウェイは、従業員の健康と安全を保つことを最重要事項と

しています。

そのため、労働安全衛生管理システムを導入し、管理手順と運用

ガイドを策定し、仕事場での事故防止、製造、消防、従業員サービ

ス（ロジスティックス）、エンジニアリング配送の指針としています。

さらに、健康安全担当役員を任命し、労働安全衛生のリーダーシ

ップ・チームを設置しました。チームは定期的に労働組合代表と

会合し、従業員の健康と安全に関する問題解決を図っています。

2011～2013年における環境・健康・安全（EHS）事件

項目／年 2011 2012 2013

EHS事件 29 89 60

ファーウェイは、従業員が自分の周りの仕事仲間に気を配ること

を奨励しています。

2013年、私たちは「健康意識の高い従業員を見つけよう」と題す

る大規模な健康意識キャンペーンを展開し、1万人以上の参加を

得ました。

さらに、従業員健康診断を実施し、健診の結果をフォローし、治癒

や改善のための指導を提供しています。2013年の健診受診率は

2012年から6％の伸びとなりました。

5.3 顧客満足度の管理
ファーウェイは、高品質で、安全で、適正価格の製品やサービスの

提供をモットーとしています。

私たちは製品・サービスのサステナビリティを全社の日常業務に

組み込み、消費者権利の保護と顧客満足度の向上に取り組んで

います。

.

顧客満足向上に向けて、たゆまぬ改善を進める

ファーウェイは、お客様と相互に利益のある関係を構築・維持す

ることを模索し、世界中の主な国や地域に支店を設置しています。

私たちは、さまざまなレベルの対応組織とコミュニケーションチャ

ネルをもうけて、お客様の声に耳を傾け、お客様のニーズをよりよ

く理解することに努めています。

この組織体制を土台に、顧客対応戦略サミット、ユーザーサービ

ス会議、訪問客や視察への対応、サービスホットライン、ルーチン

営業、オープン・ディスカッション、外部業者による顧客満足度調

査などを実施しています。

オープン・ディスカッション 外部業者による顧客満足度調査

2013年、世界各国で、主要なお客様237グループと、856回のオープン・
ディスカッションを開催しました。

ファーウェイは、世界各国のお客様の評価やニーズを的確に把握するため、
外部業者に顧客満足度調査を依頼しています。
通信事業部門では、2013年に、中国国内27支店と国外112ヶ国の221の顧
客グループを対象に調査を実施し、合計で1万1,960件の回答を得ました。今
回は調査対象を拡大し、チャネル・パートナーや、企業グループや消費者グル
ープなどの距離の離れた顧客も対象に加えました。
消費者部門では、端末やサービス、そしてユーザーの満足度調査を試験的
に実施し、ファーウェイの端末製品やサービスに対する認知度を把握しよう
と試みました。

サービスホットライン 顧客による監査

ファーウェイは、170を超える国々での事業を総合的に支援するため9
つのLTAC（ランゲージ・テクニカル・アシスタンス・センター）を設置し
ています。
LTACとは、お客様の技術的問題をサポートするセンターで、担当者が電
話やメールでお客様への対応を行います。
2013年には、ホットラインによるフィードバックは合計で7万7,395件あ
り、そのうちの248件が否定的なものでした。私たちは、頂いたご意見を
すべて受け止めて、原因を解析して改善に努めています。

ファーウェイは、世界トップ50通信事業者と企業や業界団体による総合的な
監査（2003年に開始）において、合格の評価をいただいています。
監査項目は、財務的安定性、品質、配送、サプライチェーン管理、サイバーセキ
ュリティ、危機管理、サステナビリティ、ビジネス連続性などと多岐にわたり、ど
の分野でもお客様から高い評価を受けています。

20122011 2013

20122011 2013

顧客満足度（中国）

顧客満足度（中国外）

外部業者による顧客満足度調査の結果

ファーウェイの主要なビジネス手続きは、顧客の期待に応えるこ
とを軸に組み立てられています。顧客要件を細大漏らさずにプロ
セスに組み込み、タイムリーに的確な対応を行うことで、お客様の
ニーズに応えているのです。
ファーウェイは、お客様のプライバシー保護に重きをおいています。
この点についてファーウェイは非常に厳重な態勢を敷いています。

アクティブ・アンテナ・システム（AAS）
アクティブ・アンテナ・システム（AAS）は、市場や顧客の間で主流にな
りつつある「1サイト1アンテナ」のトレンドに適合する高性能な統合型
モジュール製品です。
AAS製品は主に高所に設置されます。統合構造を持つAASは、先端
部を吊り下げ基部を固定しますから、結合のために配線を引き回す必
要がありません。高所安全性が高く、設置と保守の所要時間も50％以
上短縮されました。
1) AASは、世界5大陸の大手通信事業者の30サイトに設置されて
います。

2) 統合構造のおかげで、従来のアンテナ給電線に比べて運搬が容易に
なっており、作業員2人だけで簡単に運べます。また設置作業に必要
なツールも少なくて済み、従来タイプの給電線に比べると設置がと

 人間工学プロジェクト

これまで製品のプライバシーに関する安全性関連で、重大な苦情
は一件も寄せられていません。
お客様に一層満足していただけるよう、そしてより多くのお客様に
戦略的パートナーとして認知していただけるよう、私たちは常に努
力しています。

ても簡単になっています。
3) AASは先端部を吊り下げ、基部を固定するという画期的な設置方
法を採用しています。そのため高所でも作業員1人で設置でき、所
要時間は10分しかかかりません。作業が容易になっただけでなく、
安全性と効率も大幅に高まりました。1つの基地局における配送と
設置の効率は70％も改善され、そのために必要労働力も50％減
となりました。

4) AASはメンテナンスもシンプルで効率的です。結合用無線モジュー
ルは、ケーブル接続も防水処理も不要です。1つの基地局における
メンテナンス効率は94％高まりました。その結果、メンテナンス所
要時間も大幅に短縮され、メンテナンス中のサービス中断も短時
間ですむようになりました。

5) 現在、基地局用の用地取得がますます困難になっていることから、1
つの基地局にマルチモード＆マルチ周波数帯を持つデバイスを複
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設置作業は1人でできますし、所要時間は30分、必要なツールも1
種類だけですから、作業効率は50％向上します。    

高所でも1人で容易に設置可能世界のAAS展開状況

ペルー ロシア

北京 南京

カナダ シンガポール

深圳 長沙上海

スペイン

マンホール外から機器を設置する

アンテナ設置マンホール数  

柔軟な対応が可能で作業が容易い

2012 2013

200

2000

数収容するようになっています。AASは必要なボックス数が75％
減少し、風の抵抗も20％小さいので省スペースで設置できます。ま
た、すっきりしたアンテナ設置プラットフォームは清掃も容易です。

業務用マルチ・ドウェリング・ユニット（MXU）
マンホールへの通信機器設置も、ファーウェイが先陣を切って展開した
もので、今日では全世界の通信事業者で採用されています。
マンホールの内部は狭くて環境が劣悪なことから、ファーウェイは機
器をマンホール外部で設置するという画期的なソリューションを開発
し、ユーザーに歓迎されました。この方式は2013年、英国、スイス、イ
タリアで実践されました。
■全体的な機器防護レベルはIP68（IPX8の防水性能とIP6Xの防塵性
能）に準拠しています。これは洪水や汚泥などの過酷な環境にも耐え
られることを意味しています。
■外部配線には高性能な高速アンテナコネクタを使用しました。配線
のためにマンホールの蓋を開ける必要がなく、機器設置作業の手間
が軽減されます。

■マンホール外で素早く接続可能なため、マンホール内部の作業時間
も短縮され、作業のためにマンホールを使用停止するなどの不便も
軽減されます。

■メンテナンスや交換作業もマンホール外で実施可能ですから、内部
の水の抜き取り、汚泥、悪臭、暗所作業などの問題も小さくなります。

アトムセル（AtomCell）
小さなアトムセル基地局は、大型基地局の建設用地が確保できない状
況に対応可能な、柔軟性の高いソリューションです。
アトムセルは、都市部のホットスポットで、また電波が届いていない辺
境地で、優れたパフォーマンスを発揮しています。
■アトムセルは世界最高の統合型、最小、最軽量の基地局です。モジュ
ール構成となっているので、機器本体と各ピースを分解して、別々に
設置することも可能です。このため、高所での設置、配線、メンテナン
ス作業が容易になり、作業の安全性も高まっています。
■アトムセルは、わずか6リットルのスペースがあれば設置可能になる
ほど小さな機器です。壁面や杭（電柱など）に取付け可能で、専用の
用地が不要なので、環境や住民への影響も最小限に抑えられます。

■アトムセルには一体化された持ち手がついており、設置が簡単です。

5.4 サプライチェーンの管理
健全なサプライチェーンの着実な発達は、産業チェーン全体のサス

テナビリティの鍵を握ります。お客様、弊社、サプライヤとそのベン

ダー、すべてが一緒になって一つの生態系を構成しているからです。

この認識に立ち、私たちは自社のサステナビリティの達成にとどま

らず、サプライヤにサステナビリティ管理や能力開発への積極的な

取り組みを奨励しています。これは、サプライヤと手を取り合って一

緒に前進するために大切なことです。

ファーウェイ・サプライチェーンのサステナビリティ管理は、労働安

全衛生、環境保護、ビジネス倫理、管理システム、その他もろもろの

側面をすべて包含したものです。ファーウェイはすべてのサプライヤ

とサステナビリティ協定を結び、国際規制や業界標準、事業を行う

国の国内法規の遵守を厳しく義務付けています。

ファーウェイは、製品やサービスの提供において、コンプライアンス

要件やお客様から頂いた要件だけを満たすにとどまりません。さら

に、サステナビリティについての課題の根本原因を解析し、サプラ

イヤと共同で改善に取り組んでいます。そして、製品やサービスの

付加価値を高めるとともに、サプライヤの能力向上を図り、調達効

率の改善、事業コストの削減、競争力の強化などに努めています。

加えて、サプライヤと緊密に協力して、ビジネスにおけるイノベーシ

ョンのチャンスを探すことを怠らず、新製品開発、市場拡大、新し

いビジネスモデルの確立などに積極的に取り組んでいます。また、

サプライヤに対して、省エネルギー、節水、二酸化炭素排出削減、

環境保護、イノベーション、さらに低炭素社会と循環型経済の構

築へ向けての協力を求めています。

2013年、ファーウェイは「サプライヤのCSRにおけるお客様中心

のリスク管理」から「サプライヤのサステナビリティにおける効率

管理」へと重心を移しました。

ファーウェイは、サステナビリティをビジネス・プロセスに統合す

ることで、産業チェーンにおける持続可能な発展に向けて土台を

固めました。私たちのサステナビリティ管理は、下表のとおり、4つ

の側面に焦点を絞っています。

リスクの管理 効率的な管理 ビジネス・イノベーション 業界への協力

リスクの高いサプライヤに的を絞るため、レ
ベル別のサプライヤ管理を行います。また、
サステナビリティのリスク管理を隅から隅ま
での調達手順とサプライヤ・ライフサイクル
に組み込みます。ファーウェイは、ビジネス
を通じてサプライヤにたゆまぬ改善努力を
求め、適切なリスク管理と制御を実施し、業
界リーダーにふさわしい成果を実証します。

ファーウェイは、コンプライアンス要件や
お客様要件を満たすだけで満足はしませ
ん。よりよい成果を求めて、サプライヤのサ
ステナビリティ問題の根本原因を解析し、
付加価値を創造する機会を探り、サプライ
ヤの能力の強化、調達効率の改善、ビジネ
スの手順最適化、廃棄物の削減、事業コス
トの削減、競争力の強化などに努めます。

ビジネス・イノベーションに必要なのは、先
進的な思考と、パートナーとの緊密な協力で
す。ファーウェイはビジネス・イノベーション
のチャンスを常に探り、サステナビリティの
推進、新製品の開発、新市場の開拓に努め、
将来的には新しいビジネスモデルの確立に
より、サステナビリティを完全に事業戦略
とブランドに組み入れることを目指します。

ファーウェイは、業界全体の問題に注意
を払いつつ、最も重要と思われるサステ
ナビリティ問題に焦点をあて、業界全体
の対話と協力を進めます。また、積極的
に業界ルール策定に参加し、業界のベン
チマークを確立し、持続可能な発展のト
レンドを主導し、企業の使命とブランドイ
メージを広めることに尽力します。
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5.5 地域社会への貢献
ファーウェイの社会貢献活動には４つの目標があります。一つは

デジタル・デバイドの解消、一つは教育を通じた機会創出、一つは

環境戦略の推進、そして最後の一つは事業を行う地域社会への

貢献です。

特に、地域社会への貢献には力をいれていて、地域におけるチャリ

ティー活動、環境の保護、教育、健康、災害救援活動を積極的に

支援しています。ファーウェイは地域社会の一員として、地域社会

にとっての価値を創出し、地域社会の繁栄とサステナビリティの

役に立つことを目指しています。

2013年の主な社会貢献活動

 フランス
–	 スマート・エクスチェンジ・プログラムを立ち上げ、携帯電話のリ
サイクルを推進

–	 公共サービス局と共同で若者支援

 スペイン
–	 スマート・エクスチェンジ・プログラムを立ち上げ、責任あるICT利
用を推進

 英国
–	 皇太子信託財団の支援

ポルトガル
–	 スマート・エクスチェンジ・プログラムを立ち上げ、責任あるICT利
用を推進

ベネズエラ
–	 優秀な学生にファーウェイ・メディア・パッド
（タブレットＰＣ）を供与

米国
–	 非営利組織（ＮＰＯ）K to 
Collegeを支援

 ケニア
–	 SlumCode と共同でデジタル・リテラシーの
向上に取り組む

–	 戦略的救援パートナーとして赤十字に協力
–	 レワ・チャリティーマラソンを支援

 タンザニア
–	 学校における電子教育を推進

 ウガンダ
–	 環境保護チャリティーマラソンを支援

ナイジェリア
–	 1,000名の女子にICTトレーニングを提供
–	 Nungtsoチャリティー基金を支援

南アフリカ
–	 Khulisani財団サポートして、ICT教育を推進

通信の未来を担う人材育成プログラム、「Telecom Seeds for the Future」の立ち上げ

中国
–	 2013年雅安地震後の通信復旧
活動、被災地に携帯端末3000
台を寄付

–	 山岳地方で「夢の図書館」プログ
ラムを立ち上げ

 日本
–	 東北被災地のコミュニティー活動
サポートのためのチャリティー・

　　リレーマラソンを支援

 アラブ首長国連合
–	 教育への関心を高めるためのチ
ャリティーマラソンを支援

インド
–	 ｢Maitree奨学金制度」により、
学生の中国の大学への入学を支
援

フィリピン
–	 台風30号の被災地に、ボーダフ
ォン財団と共同でインスタント・
ネットワーク確立

 シンガポール
–	 GPON（ギガビット受動光ネット
ワーク）トレーニングセンター国
内第1号を立ち上げ

ハンガリー
–	 「革新的リーダー育成奨学金制度」を通じて情報通信技術を学ぶ優秀な学生を支援

ベルギー 
–	 「InnoApps Challenge」を立ち上げ、若者の起業家精神を育成

トルコ 
–	 教育省、トルクセル、トルコ教育連盟（TEV）と協力し、ヴァン地方の災害救援活動を支援

 オーストラリア
–	 子ども病院の看護師養成を支援
–	 ガン撲滅に取り組むツール・ド・キュア財団を支援
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通信の未来を担う人材育成プログラム、
「Telecom Seeds for the Future」

中国研修旅行は、ファーウェイのグローバル社会貢献プログラムでの

通信の未来を担う人材教育プログラム、「Telecom Seeds for the 

Future」の一例としても位置付けられます。

20ヶ国を超える国々に広がっているこのプログラムは、ICT知識を備え

将来のICT産業の発達に関心の深い学生を対象に、奨学金、実地トレー

ニング、インターンシップ、研修旅行を提供するものです。2014年は、全

世界で約400人の学生が対象となっています。

シンガポールのＩＴＥ（Institute of Technical Education、技能教

育研修所）の協力を受けて、2013年9月、ファーウェイは、このプログ

ラムを通じて、ブロードバンド技術・サービストレーニングセンターを

開設しました。これは、シンガポール初のGPON（ギガビット・パッシブ

光ネットワーク）トレーニングセンターとなります。センターでは、実験

的でかつ高度な実地トレーニングが提供され、シンガポールのICT産

業の発展に貢献しています。

その他、ファーウェイは、マレーシアにおいて、MSC (Multimedia 

Super Corridor、情報戦略特区)や、マレーシア知識労働者開発セ

ンター、また数々の大学によるトレーニングセンターや認証試験機関

の開設に助力しています。

2011年以来、6,600人のマレーシア人通信技術者に援助を提供してお

り、2016年までに合計10,000人の専門家が育つ見通しです。

「ファーウェイは、英国の学生に、中国への関心と理解を深めていただ

き、また科学、技術、工学、数学といった分野で、国際的な素晴らしいキ

ャリアが開かれていることを知っていただきたいと考えています。次世代

の科学・技術分野のリーダーとの間に文化やビジネスのつながりを作

り出すことは、英国のICT産業の今後の発展の原動力となります。これ

は、ICTのリーダー企業としてのファーウェイの重要な責任の一つです」

ファーウェイ英国CEO

ファーウェイ英国は、国内の若者の教育に深く感心を抱いています。英

国の大学生に、異文化体験とICT企業体験の機会を提供することで、

彼らのグローバル市場やICT市場における求職のスキルが高まればよ

いと考えています。

ファーウェイは、自社の教育部門、英国主要大学のキャリア開発部門、

英国政策策定者とのコラボレーションを経て、2011年、英国の学生の

中国研修旅行プログラムをスタートさせました。

このプログラムは、次世代のICTリーダーへ知識や技術を授けたいとす

る、ファーウェイの熱い思いの表れです。また、グローバルなビジネス環

境を知ることで学生が成長することも期待しています。

プログラムは今年で3年目となり、中国に派遣された英国学生は38名に

上ります。英国のプログラムに刺激を受けて、フランス、ルクセンブルグ、

スペイン、イタリア、ドイツ、ノルウェー、オーストラリア、シンガポール、イ

ンドネシア、日本、アラブ首長国連邦も後に続いています。

プログラムに参加したのは、科学、技術、数学、法律、経営、政治を学ぶ

英国人学生です。オクスフォード、ケンブリッジ、サザンプトン、ロンド

ンなどの英国の有名大学から、厳しい審査を経て選ばれた総勢19名

が、2013年の5週間の研修旅行に参加しました。

学生たちは、最初の2週間は北京言語文化大学で中国語を磨き、中国

文化を学びます。続いて、ファーウェイ深圳本社での実地訓練に参加し
て、ICTトレーニングセミナーを受講したり、工場や研究開発施設を見学

したり、ファーウェイのビジネスと価値観についての理解を深めます。

ファーウェイ英国は、2014年は、前年を上回る25人の学生の中国派

遣を計画しています。

このプログラムに対して、ファーウェイのステークホルダーは非常に

好意的な反応を示しています。学生たちが異文化体験や現場のスキル

を学ぶことで、双方に長期的なメリットがあると考えられるからです。

2012年に参加したオクスフォード大学のアリム・ダワーは、プログラ

ムは「今までの人生で、最も楽しく価値ある経験の一つです」と感想を

述べました。

サザンプトン大学教育部の前副学長デブラ・ハンフィリス教授は、次の

ように語りました。

「ファーウェイのプログラムは、学生たちに、素晴らしい機会を与えて

くれます。最も経済のダイナミクスに溢れ影響力を持つ国で、世界をリ

ードする企業に滞在する経験なのですから、学生の反応も良好です。フ

ァーウェイの夏季プログラムは、文化と言語とビジネスが結びついた素

晴らしい経験になります」

「中国で過ごすこと、また、テクノロジーで世界をリードする企業で実体

験を積むことは、学部学生にとって素晴らしい機会です」

デイヴィッド・ウィレッツ

英国国会議員・大学・科学担当閣外大臣・中国研修旅行サポーター

今後、私たちは研修旅行プログラムにさらなる改良・改善を加え、さらに

有意義な経験を得られる機会にしようと考えています。

学生の興味や能力には個人差がありますが、それでも個々の学生にと

って興味深く充実した経験になるようにするのが私たちの目標です。

また、本プログラムを補完的するキャリア追跡プログラムの策定も計

画しています。研修旅行における職業体験を補足することで、卒業後、

学生がファーウェイやICT業界へ就職しやすくなればと考えています。

2013年の中国研修旅行に英国の大学生19名が参加 2013年9月のレセプションにて、学生と言葉を交わす
デイヴィッド・ウィレッツ議員

中国研修旅行：英国 通信の未来を担う人材育成プログラム、「 Telecom Seeds for the Future」の一環として

修了証書を掲げるマレーシア人学生たち

   通信の未来を担う人材教育プログラム、
「Telecom Seeds for the Future」

何千人
にものぼるICT学生をICT人材に育成

20+
以上の国がプログラムに参加

70+
以上の大学がＩＣＴカリキュラムを設定

16+
以上のローカルなICTトレーニングセンターがICT知識を普及
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日本での事例

”世界を知るサマースクール”が本社を訪問

慶應義塾大学総合政策学部の竹中平蔵教授が高校生を直接指

導し、世界で活躍する人材を育成する“世界塾”。この世界塾を運

営する早稲田塾の主催により、2013年の“世界を 知るサマース

クール”が7月27日から8月3日まで開催されました。

このサマースクールは、竹中教授と慶應義塾大学環境情報学部長

の村井純教授が、早稲田塾に通う高校生を対象に企画・監修した、

世界塾の特別研修です。政治経済・ビジネス・テクノロジーの最先

端に英語で触れながら、グローバルなコミュニケーション力を鍛え

ようという趣旨です。本年度は、成長著しいアジアの中国南部を訪

れる企画となりました。

“日本のインターネットの父”として知られる村井教授は、ICT分野

の最先端企業を見る ことが参加者の成長につながるとして、深圳
（シンセン）のファーウェイ本社訪問を推薦されました。

「若い時期に世界を知る機会を持つことが、今後グローバルな視

点で活躍できる人材を育てるためにとても重要」という教授のお考

えと、グローバルなICT人材育成に取り組むファ ーウェイの思いが

一致して、今回の企画が実現しました。

7月29日に、日本各地から選ばれた38名の高校生が本社を訪問し

ました。ファーウェイは データセンターを始めとする本社ツアーや、

当社役員による“グローバルマーケットにおける経営戦略”のプレゼ

ンテーションを実施しました。参加者から、村井教授や当社役員を

うならせる質問が出るなど、活発な交流となりました。

その後、“世界の技術とフロンティア”と題した村井教授の特別講

義が行われました。グローバルな視点からのアドバイスやファー

ウェイ視察で得た知識をもとに、夜遅くまで熱いディスカッション

が続きました。

参加者からは、「中国にもグローバルに展開している会社があるこ

とを知って、今まで メディアなどを通してしか知らなかった中国の

イメージが大きく変わりました」、「技術 は日米が一番だと思ってい

たけど、あそこまで技術が進んでいるとは思わなかった」などといっ

た感想が寄せられています。

未来を担う高校生のファーウェイに対する理解が進んだ点、彼ら

がグローバルな視点をもつきっかけづくりに協力できた点で大き

な意義がありました。

ファーウェイ本社で村井純教授を囲む
「世界を知るサマースクール」の生徒たち

早稲田大学大学院生の本社研修を実施

ファーウェイの通信の未来を担う人材育成プログラム、

「Telecom Seeds for the Future」は、グローバルなICT人

材の育成を目的として、情報通信技術を学ぶ学生にインターンシ

ップを始めとする機会を提供しています。

日本の学生を対象とした活動として、8月19日～23日、日本から

の学生としては初めて早稲田大学大学院国際情報通信研究科の

大学院生10名を、深圳（シンセン）のファーウェイ本社地区での研
修に招待しました。

期間中は、当社の企業文化を含む事業内容を紹介し、データセン

ターや製造ラインの見学を通じて最新技術などを学んでいただき

ました。研究開発部門では、実験室や研修専門施設で様々な無線・

有線通信分野を主幹するエンジニアたちが座学の講師を務め、当

社が研究・開発・製造している最先端テクノロジーについて、時間の

許す限り内容を掘り下げた研修を行いました。

参加者からは、「企業文化、外国人社員や海外企業に触れ、自らの

成長の可能性が分かりました」、「ファーウェイはダイナミックで活

気にあふれ、確固たる信念をもつ会社だと感じます。奮闘（がんば

ろう）というモットーの通りです」「、国際ローミングに関する講義

は非常に分かりやすく、ためになりました」といった感想が寄せら

れました。

ファーウェイ本社を訪問した
早稲田大学大学院の学生とヨーロッパの大学生

同行された嶋本薫教授からは、「ファーウェイのこれまでの取

り組みや今後の展開など、世界規模かつ高品質でカスタマー

に応える奮闘スピリットが随所で感じられ、まさにCustomer       

Centric（顧客中心）であった」、「網羅的な取り組みとグローバ

ルなスケールに圧倒された。日本の企業ではなかなかなし得ない

レベルに到達しており、今後の日本との関係としてはライバルより

パートナーとしての位置づけで共存可能なスキームの構築が重要

と感じられた」とのお言葉をいただいています。

この大学院には留学生が多く、通信工学の授業を英語で行うな

ど独自の教育を実践しています。学生の皆様が活躍の舞台として

日本のみならず世界を視野に入れ、情報通信技術の研究と応用

に意欲的に取り組まれることを期待します。

ファーウェイ・ジャパン初の新卒採用社員が入社

ファーウェイ・ジャパンでは昨年初めて新卒採用の募集を行いまし

た。その結果、2012年10月入社の3名に加え、2013年4月から新

たに8名の新卒社員が加わりました。

彼らは、約4か月にわたるビジネス英語研修や本社とのリモート講

義を含む充実した技術研修を経て、ファーウェイの一員として活躍

することになります。

ファーウェイ・ジャパンは積極的なローカリゼーション（日本に根

差した事業経営）の一環として、今後も新卒採用を継続していく

予定です。

社内有志の企画で多文化共生セミナーを開催

昨年秋、十数名の社員から自発的に始まった社会貢献活動プロジ

ェクトがあります。彼らは議論をして、ファーウェイ・ジャパンにある

多様な文化や価値観を持つ人材というリソースを活かして社会貢

献活動を展開するという方向性を定めました。

その最初の活動として、多様な文化の人々が共存できる社会の実

現に向けて活動している団体を招いてお話をうかがいました。自

らができること、力になりたいことを社員自らが考える機会を設け

るためです。

2013年6月21日、「多文化共生」をテーマに、企業とＮＰＯの橋

渡しを行う「公益社団法人日本フィランソロピー協会」のアドバイ

スの下、メンバーが企画から実施までを手掛けた社内セミナーが

開催されました。

当日は、日本フィランソロピー協会より企業とＮＰＯが地域の課題

で協働していくことについてお話いただいた後、認定NPO法人「多

文化共生センター東京」の王慧槿（ワン・フイジン）代表理事と学生

インターンの張 学鑫（チャン・シュエシン）さんに、日本に住む外国
人の子供への学習・生活支援活動についてお話しいただきました。

初めての通訳に挑戦する張さんを、王さんが優しくフォローしなが
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講演する「多文化共生センター東京」の王 慧槿（ワン・フイジン）代表理事
と学生インターンの張（チョウ）さん

横浜女性ネットワーク会議に協賛

パシフィコ横浜で開催された横浜女性ネットワーク会議に協賛し

ました。

横浜市の主催により今回で3年目を迎える同会議は、働く女性の

キャリアアップやネットワーク形成を支援する学びと交流のため

のイベントとして、各界を代表する女性リーダーの講演やパネル・

ディスカッション、交流会を行っています。当日は人事部本部長の

李軍軍（リ・ジュンジュン）が出席し、林文子横浜市長をはじめ多

くの女性リーダーとの交流を深めました。

社内のオープンコミュニケーションを推進

ファーウェイは全社で、経営者と社員、および社員間のコミュニケー

ション効率向上やチームワーク強化に積極的に取り組んでいます。

ファーウェイ・ジャパンも、社員数が700名に迫り、社内における

価値観の共有や円滑なコミュニケーションの重要性が高まってい

ます。そのため、社員と経営陣がひとつのゴールを共有してビジネ

スを推進できるよう、オープン・コミュニケーションに取り組んで 

います。

年に1度の全社員ミーティングに加え、社長を始めとする役員も同

席する“オープン・ミーティング”も、月1回をめどに実施しています。

このミーティングは、各オフィスを巡回して行われ、希望する社員が

出席できるものです。8月28日には、大手町オフィスで3回目のミー

ティングが開催されました。社員からの質問に社長と役員が答える

形で意見が交わされました。入社間もない社員も含め25人ほどが

出席し、社内制度や組織づくりへの質問や提案、目指す方向性など

が経営陣に投げかけられ、活発な議論がなされました。

上記以外にも、社内コミュニケーション円滑化のための活動とし

林文子横浜市長（写真左）と
ファーウェイ・ジャパン人事部本部長・李軍軍(リ・ジュンジュン）

司会をする人事部本部長・李軍軍（リ・ジュンジュン）

第3回パートナー交流会を開催

デリバリー&サービス本部が第3回パートナー交流会を開催し、

エンジニアリング・サプライヤーを中心とする25社のパートナー

企業から70名の方々にご参加いただきました。

ファーウェイのデリバリー&サービスと購買における戦略やセキ

ュリティの重要性についてプレゼンテーションを行うとともに、当

社のビジネスを支えてくださるパートナーの皆様に謝意と敬意を

表し、特に貢献度の高かった8社にパートナー・アワードを贈呈

しました。

ら、セミナーは和やかに進行。自分の意思ではなく、両親の都合な

どにより諸外国から来日したものの、言語の壁や文化の違いなど

のため生活に馴染めず、義務教育や進学において困難を抱えてい

る子供達が学ぶ「たぶんかフリースクール」の運営にまつわる様々

なエピソードから、多文化共生の現実や日本特有の課題などが浮

き彫りになりました。

社員間で問題意識を共有し、今後いかに社会貢献活動を具体化し

ていくかを考える価 値ある時間となりました。

●参加した社員の感想
この勉強会では、多文化共生センターから講師が来られ、日本語

習得と日本での教育機会を得るために、外国にルーツを持つ子ど

もたちが克服しなければいけない難しい環境を教えていただきま

した。私が感銘を受けたのは、内容はもちろんですが、中国語で行

われたその講演を日本語に通訳した大学生が、このセンターの卒

業生であり、センターで頑張ったその子どもたちの一人が、今はこ

うしてセンター活動を支援する側に育っている事実です。

て、ビジネスマナー／カルチャー研修、日本語・中国語2ヶ国語で

の社内報発行、社員のサークル活動などの支援、従業員とその家

族を招いての新年会開催その他を行っています。

ローカリゼーションを進め、コラボレーションを強化

ファーウェイ・ジャパンは、日本の企業市民として、ローカリゼーシ

ョン（日本に根差した事業運営）を進めることを重要な責務と考え

ています。そのために必要なのが、日本での現地採用です。今では

400名以上（全スタッフの70％超）が日本採用の社員となりまし

た。また、経団連やCIAJ（情報通信ネットワーク産業協会）、JNSA

（日本ネットワークセキュリティ協会）など様々な組織や団体の会

員となり、活動に参加しています。

私たちは、コラボレーション（ステークホルダーとの連携）の重要性

も認識しています。 その強化のため、2013年10 月に東京都内に

分散していたR&D（研究開発）拠点を横浜に統合移転しました。統

合によって日本のお客様のニーズを深く理解し、より優れた製品や 

ソリューション、サービスを提供していきます。

ファーウェイは、日本メーカーの新しい技術や製品が世界に進出

する架け橋になりたいと考えています。世界で事業を展開するファ

ーウェイが掴んだグローバルなビジネスニーズを、日本のサプライ

ヤーと共有し、ソリューションを共同開発もしています。

横浜にはICT企業が数多く集積しており、国内各地のパートナー

企業との交流にも便利な立地です。立地企業へのサポートを推進

されている横浜市は弊社のR&D拠点の移設を歓迎してくださり、

助成金を交付いただくことになりました。

また、10月30日に開催した移設セレモニーでは、当社のローカリ

ゼーションとコラボレーションに注力する戦略について紹介を行

いました。私たちは、日本のニーズをより深く理解することで、ビジ

ネスの成長を追求するだけでなく、日本社会および業界に、より大 

きく貢献していきたいと願っています。

移設セレモニーで挨拶する
ファーウェイ・ジャパン代表取締社長・閻力大（エン・リダ）
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「企業と社会フォーラム（JFBS）」第3回年次大会で講演する
ファーウェイ本社の副社長兼

チーフ・サステナビリティ・オフィサーのアラン・アイケン

持続可能なサプライチェーン・マネジメントへ

ファーウェイは、ビジネス生態系を形成するバリューチェーン・パ

ートナーと強い関係を築き、お互いに発展することを社会的責任

と考え、積極的に推進しています。最近の2つの具体的な活動をご

紹介します。

2013年9月19日～20日に早稲田大学で開催された「企業と社

会フォーラム（JFBS）」第3回年次大会では、ファーウェイ本社の

ヴァイス・プレジデント兼チーフ・サステナビ リティ・オフィサーの

アラン・アイケンが来日講演を行いました。

アランは、ファーウェイにおけるCSR（企業の社会的責任）の意義

や、それをどのように事業、特にサプライチェーン・マネジメントに

組み込んでいるかについて紹介を行いました。また、従来のコンプ

ライアンスという観点からのCSRを重視する一方で、気候変動など

の世界的な危機に対して、産業界が主導して取り組む必要性を強

調し、大きな賛同を得ました。その後、CSRマネジメントとコーポレ

ート・ガバナンスに関わる様々な課題について、企業、政府、市民組

織などの代表によって幅広い意見交換が行われました。

そして、9月25日には2013年度の「ファーウェイ・グローバル・サ

ステナビリティ・カンファレンス」が、深圳の本社で開催されました。
5回目となる今回は、ドイツテレコム、ブリティッシュテレコム、フラ

ンステレコム、ボーダフォンをはじめとする顧客、そして国連グロ

ーバル・コンパクトなどの国際団体や業界団体、取引先など多岐

にわたるステークホルダーを招待しました。

カンファレンスでは、「サステナビリティを目的としたコラボレーシ

ョンがより良いビジネスにつながる」をテーマに、各代表が活発

に議論を交わしました。参加した方々は、オープンなコラボレーシ

ョンを実現させようというファーウェイの姿勢に賛同の意を示し

ました。また、サプライチェーンの持続的発展のためには、着実に

リスクに対応しながら生産性を上げ、イノベーションを通じてより

大きな価値を生み出していくことが重要であるとのことで意見が

一致しました。

外国にルーツを持つ子供たちの高校受験をサポート

ファーウェイ・ジャパンには、多様な文化や価値観を持つ人材が

います。そこで、この社内リソースを活かした社会貢献活動を進め

ています。 

その一環として、外国にルーツを持つ子供たちの教育支援を行う

認定NPO法人「多文化共生センター東京」の「こどもプロジェク

ト」で、高校受験を控えた子供たちへの学習支援に協力しました。

これは、毎週土曜日にボランティアが1対1の家庭教師方式で行

うもので、10月26日に社員とその家族も含め8名が初めてこの活

動に参加しました。

こどもプロジェクトでは学校の教科の学習、宿題の手伝い、ネイテ

ィブスピーカーによる高校入試のための英語面接や作文の特別

クラス、高校入試面接の特訓のほか、遠足やクリスマス会などの

課外活動も行っています。単に学習する場としてだけでなく、日本

語が十分にできないために学校で孤立しがちな子供たちが、友達

を見つけたり、母語で会話し たりできる場所にもなっています。

また、これに先立つ10月25日には、同団体の全日制フリースクール

に通う生徒の交通費支援を目的に当社大手町オフィスで社内チャ

リティーバザーを開催し、予想を超える盛況となりました。不用品

の売上と寄付金は多文化共生センター東京に全額寄付されます。

学習支援、チャリティーバザーともに社内有志メンバーが立案・実

施したものです。社 内で多文化共生や社会貢献活動に対する関心

が高まり、支援も拡大しています。

多文化共生センター東京」で
ファーウェイ・ジャパン社員も学習支援に協力

●参加した社員の感想
社内で開催されたセミナーで、多文化共生センター東京の代表の

方から外国にルーツを持つ子どもたちが抱える問題についての話

を初めて聞き、日本でマイノリティとして生活する難しさを知って、

少しでも彼らの助けになるならと学習支援ボランティアに参加し

ました。生徒たちはたいへんな状況にありながらとても明るく前向

きで、少しのサポートがあればぐんと成長できると感じたので、とて

も意義のある活動だと思います。また、私は中国出身なのですが、

日本人のボランティア参加者の皆さんとの交流を通じて、彼らが

地域コミュニティに継続的に貢献している姿にも感銘を受けまし

た。私自身にも日本の社会について多くを学ぶ機会となっています。

東日本大震災のチャリティーマラソンに協賛

寄付や通信設備の復旧作業など、東日本大震災の復興支援へ積極

的に取り組んできたファーウェイ・ジャパンは、2013年の「チャリテ

ィー・リレーマラソン東京」（7月14日開催） にも協賛しました。

チャリティー・リレーマラソンとは、被災地の6校と東京の7校の中

高生が、タスキをつなぎな がら、都内約40kmを走るものです。一

緒に走ることで絆を深めるとともに、被災地域の課題解決のための

募金活動も行う支援プログラムです。

弊社は協賛金を拠出するほか、社員のボランティア参加、社内募金

の寄付、炎天下での安心・安全なイベント実施を支援する保冷マフ

ラーやうちわの提供を行いました。

また、ファーウェイ製モバイルルータを事務局へ貸与することで、

伴走バスから実況を伝える際の通信インフラを提供し、イベントの

認知拡大やオンライン募金の促進を支援しました。

募金総額はイベント全体で200万円を超えました。このお金は東

北の7校に分配され、それぞれが自分たちで協議して使途を決め

ます。参加した学生からは、「大勢の人が集まると大きなことがで

きると実感した」、「津波で流された街灯を設置するために使いた

い」といった声が上がりました。

ファーウェイ・ジャパンは、復興の未来を担う若者達の力になれた

ことに大きな意義と喜びを感じています。

●参加した社員の感想
ボランティアは運営をお手伝いする役割ですが、実際に参加して

みると、中高生たちから学ぶことがたくさんありました。とても印

象的だったのは、マラソンに参加する約100名の中高生が初めて

東京に集合した初日、全員が学校を超えてすぐに打ち解けていた

姿です。同じ目標を持って集まれば、学校や地域の壁をあっさり乗

り越えている姿に驚きました。そのような場に遭遇して、このプロ

グラムの成果が単なる募金活動だけでなく次世代リーダー育成

でもあることを改めて実感しました。

東京のまちを走る東北と東京の生徒達
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日本と中国を結ぶ映画イベントに協賛

ファーウェイは、中国に本社を置く企業として、日本と中国の文化

交流を通じた相互理解の促進を支援しています。2013年10月17 

日～23日、第26回東京国際映画祭の提携企画である「2013東

京／沖縄・中国映画週間」にも協賛しました。このイベントは、日中

平和友好条約締結35周年を記念し、両国の映画産業と観光の振

興、経済交流などを目的に開催されたものです。映画ファンを中心

にした多くの観客が、日本未公開作品を含む最新の中国映画8作

品を楽しみました。
「2013東京／沖縄・中国映画週間」の開会式

盆踊り大会を支援し地域の人々と交流

2013年7月27・28日、ファーウェイ・ジャパンは、東京都葛飾区

のアーバンライフ東新小岩自治会が主催する盆踊り大会の支援

を行いました。この団地には、当社の駐在員社宅が置かれている

ためです。

当日は、地域の皆様に対する日頃の感謝を込めてお祝い金を贈呈

しました。また、社宅入居者を中心とした社員ボラン ティアが当

社ブースで、来場者に特製うちわと熱中症対策の保冷スカーフ、お

子様にはお 菓子セットを配布し、大変ご好評をいただきました。

途中からの雷雨で、以降の催しが中止になりましたが、片付け後に

自治会の皆様と食事をして交流を深めました。社員ボランティアの

活躍で、言葉や文化の壁を乗り越えた「顔の見える交流」が実現で

きました。地域の方々の、ファーウェイへの理解を進める有意義な

機会となりました。

●参加した社員の感想
ファーウェイ・ジャパンが初めてこの盆踊りに参加したのは前年で

したが、2013年はさらに交流をはかるべく、盆踊りの一角に私た

ちのブースを割り当てていただき、そのブースでたくさんの地域の

方と交流が出来ました。楽しそうな様子の子どもたちと一緒に、踊

ったりしていると、この盆踊りが50年以上もこの地域に愛されてい

ることを実感しました。

アーバンライフ東新小岩の盆踊り大会

福島県川内村で放射線分布の詳細測定を支援

福島第一原子力発電所の事故で放出された放射性物質の除染は、

今も周辺地域で進められています。当初住宅から始まった除染は、

町道など生活道路や田畑などにも展開されてきました。

それに伴い、現在、放射線量観測装置が域内に数km間隔で設置

され、観測線量値の変化をモニタしています。さらにこの度、電気

通信大学の中嶋信生特任教授と福島大学の合同研究チームによ

って、現地で線量分布の詳細な調査が行われました。

なだらかな山野の広がる地域では狭い範囲でも線量値の変化が大

きいのではないかと考えられるからです。また、現在の定点観測に

加えて、田畑や山間部、河川地域などに偏在る放射能ホットスポット

（局所的に高濃度の数値が確認されている場所）を効率的に特定

する手法の研究が、きめ細かい復興支援になるとの考えからです。

中嶋教授の研究室は、線量計、DGPS 受信機（位置情報を高精度

に測定できる機材）、PCベースの記録・評価システムを考案されま

した。そして山間部や河川など、歩行調査ではカバーできないエリ

アを測定するため、同様の機材をラジコンヘリコプターに搭載しま

した。これらを活用して線量分布の変化を詳細に測定、線量値の

変化の可視化を研究するそうです。実際に、研究で得た放射線量

の分布変化の詳細情報は、ご協力いただいた自治体と共有され、

今後の除染活動などに役立てていただく予定です。

ファーウェイ・ジャパンは、「情報通信技術を通じて東北の復興を支

援する」というこのプロジェクトの主旨に賛同し、研究資金を援助し

ています。10月4日に福島県川内村で実施された測定実験には、当

社からも社員2名が参加し、中嶋教授を始めとする大学関係者や村

役場の皆様とともに、線量値の測定研究をお手伝いしました。ファ

ーウェイは、今後も中嶋教授の「無線システムを活用した放射線量

分布変化の詳細測定研究活動」を積極的に支援し、東北地方の中

長期的な復興の一助となることを目指しています。

●参加した社員の感想
福島第一原子力発電所の事故発生から、個人個人ができることは

何なのか、なかなか見えない状況だと思います。そんな気持ちの中、

この活動に関わらせていただく機会を得ました。これまでのデータ

収集の積み重ねは、関係者の方々がこれからの研究や対策へ可能

性をつなぐ、とても意義ある活動だと思います。データ収集の作業

に地道に取り組んでこられた方々が今後も継続できるようなお手

伝いをしていきたいと思いました。

ラジコンヘリコプターでの放射線分布の測定実験
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宮城県産の間伐材を使用した
「木の紙カレンダー」を製作

豊かな森林資源を誇る日本ですが、その維持・管理に欠かせない

作業が「間伐」です。

「間伐」とは、多過ぎる木や弱った木を間引くことで、木の健やかな

成長を促し、森を守ることです。間伐された木材は「間伐材」と呼ば

れ、これらを有効に使っていくことで林業が産業として成り立ち、森

林が育まれていきます。

ところが、山村の過疎化による林業従事者の高齢化や後継者不

足、人件費の高騰、安価な輸入材の流通などによって、近年は間

伐があまり進まなくなりました。実は、木材の国内消費量の8割は

海外からの輸入材が占めており、国内の森林を維持していくこと

が困難になっているのです。そこで、日本の豊かな緑を守っていく

ためにも、間伐材の積極的な活用が求められています。

ファーウェイ・ジャパンは、宮城県産の間伐材の利用を通して、東日

本大震災で被害を受けた森林の保全に協力することにしました。

また、関連企業や団体の雇用を促進することで、東北の被災地支

援に貢献するため、2013年版より間伐材を使用したカレンダー

を製作しています。

2014年版のカレンダーでは、より間伐材の使用量を増やすため、

間伐材を薄くスライスした木の紙を使った「木の紙カレンダー」を

つくりました。木の紙のおかげで、一つひとつ違う木目、手触り、木

の香りを楽しむことができます。なお、カレンダーの写真は前年度

に引き続き、世界中のファーウェイ社員が撮影したものを使用し

ています。

ちなみに、木の紙カレンダーに使われている木を製材している栗駒

木材の大場隆博様からは、次のようなお言葉をいただいています。

「国土の約7割を占める森林を、今後どう活用していくかが、日本

の未来を作る上で重要だと思います。おいしい水、おいしい空気。

このカレンダーが、未来の子どもたちにどのような日本を残してあげ

るかを考えるきっかけになってもらえたら幸いです。また、震災の被

災地である東北にとって森林資源の産業化は新しい雇用を生み出

していくと信じています。今後ともよろしくお願いします」

ファーウェイ社員が撮影した写真を使った「木の紙カレンダー」


